
0 1

0 1

0 1

0 2 0 1 1 0

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 19 H 23

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

年度～）

イベント等参加回数

移住情報誌の発刊数

　　
 

2,700

　　

年度）年度～

6
2,700

21年度

霧島市に興味を持つ。

ふるさと回帰フェア（東京・大阪）参加。移住希望者向けの雑誌「移住マガジン」5
号を10000部作成。移住イベント開催。

移住・定住促進イベント等に参加した人。
<補助金交付先>おじゃんせ霧島移住連絡協議会
<補助対象活動>移住情報誌の作成。移住イベントの開催。

　

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

　ふるさと回帰フェア（東京・大阪）参加及び移住希望者向けの雑誌「移住マガジ
ン」4号を10000部作成。

20

会計 款

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

移住の問い合わせ及び相談者中移住したいと思う人の人数

霧島市に移住し、定住してもらう。

移住者数
名称

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

トータルコスト(A)＋(B)

事
業
費

その他

0

18年度
(実績)

千円

千円

千円

千円

　　
 

千円
2,300

　
　　　　
2,100

2,300

2,300

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

2,100 2,700

2,1000千円

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

各種団体（農協、社協、商工会議所等）の担当及び個人で22名で組織される。おじゃんせ霧島移住連絡協議会が平成18年8月に発足。この協議会は、会員
相互の情報を共有し、住環境、生活環境、就労、観光、福祉及び生涯学習等の様々な情報を一元化することで、情報発信の充実強化を図り、これにより、1
人 も多く 移住者を確保する とを目的とし 発足した

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

680万人とも言われる団塊世代の大量退職が平成19年度末から始まり、今後3・4年がピークとなる。

6 4

0

(見込)

　　

項 目

ア

イ

協議会での移住の問い合わせ及び相談件数

事業期間

単位

名称

2
1

100

8
1
2
80

1

155 160

名称

ウ

会議の開催回数

号

回

回

単位

人

人

上位成果指標

回

名称

17 23 68

3

60

1
100

160

人

人

0
号

成果指標
人

単位

単位
人

利害関係者から、一部の民間業者や団体に情報及び利益が集中しないよう意見が寄せられた。

活動指標

事業 事業名
おじゃんせ霧島関連経費

　平成19年度までの2年間、事務局は行政が担ってきたが、平成20年度からおじゃんせ霧島移住連絡協議会事務局
を民間団体に移し、専門職員を置くことで、協議会員相互、外部団体及び行政との連携連絡、会議開催通知、会議
資料、アンケートの作成、移住定住イベント等への参加等連絡協議会に関係する事務を担い、また、一元化した情報
発信の一環として、移住･定住希望者や既定住者向けの移住マガジンを作成するものである。
　現在の補助率は、２／３以内で補助している。

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

185015

対象指標

回

事　務
事業名

おじゃんせ霧島移住定住推進室

政策名

霧島市補助金等交付規則
霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

法令
根拠

生活基盤の充実

移住定住促進 45-5111(内線1542)

所属Ｇ（係）

No.
企画部

企画政策課

川村　直人課 長 名

おじゃんせ霧島移住連絡協議会支援事業210-10

政策
体系

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

この団体の事業は、霧島市をＰＲし、移住したいと思う人を増やす事業であり、おじゃんせ霧島関連事業の推進
に貢献している。

この団体の活動は、第1次霧島市総合計画に策定された移住定住促進に必要な活動であり、公益上必要であ
る。

この事業により、霧島市の魅力を情報発信でき、移住定住者の増加が見込まれるので、この事業を行うことは
妥当である。

この事業を首都圏等に広く展開することにより、霧島市の魅力を情報発信でき、移住定住者の増加が見込まれ
る。

霧島市の人口の推移統計では、人口が少しずつ低下すると予測されている。この事業は、民間と行政が一緒
になって考え、行動する数少ない場であり、この事業がなければ、移住者数の減少が懸念される。

移住定住について、考え行動する唯一の事業であるため。

企画政策課
おじゃんせ霧島移住連絡協議会支援事
業

所属部 企画部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

２０年９月に事務所を開設し、事務局長を配置したばかりで、具体的な方法は今後検討していただく。

現在のところ、補助率２／３で補助している。景気低迷の中、自己資金を集めるため苦慮されているので、近年
はこの補助率のままにしたい。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

平成２１年度は、移住情報誌のページ数を減らしてもらうことで経費削減を図る。

向
上 ○

削減 維持

この団体は、移住希望者のサポート役として民間の団体・個人で組織している。会員になるには、年会費１，００
０円を支払い、理事会で承認されれば会員になれるため、公平性も保たれている。

この協議会への補助金の主な執行は、移住雑誌の作成代である。これまで４号発刊し
ており、これまでの情報誌により移住に関する本市の主な情報は発信できた。したがっ
て、補助金の額を減らすことも検討の余地がある。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

　移住情報誌のページ数を減らすことで、伝えたい情報量が減ってしまうことが懸念されるが、伝えたい情報を簡潔明快に表現することで情報の質を向
上させることができるので、そのことを担当から指導してもらいたい。

成
果
低
下

維
持

－２枚目－



0 1

0 1

0 1

0 2 0 1 0 9

　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 19

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　20年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

45-5111(内線1542）

所属Ｇ（係）

No.
企画部

企画政策課

川村　直人課 長 名

かごしまファンデー参加事業210-020

政策
体系

事　務
事業名

おじゃんせ霧島移住定住推進室

政策名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

移住定住促進

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

210-90

対象指標

事業 事業名
おじゃんせ霧島関連事業

　京セラドーム大阪で開催される、かごしまファンデーに参加し、移住・定住を希望される方からアンケート聴取、相談
受付を行なったり、移住情報誌、観光パンフレット及びノベルティ等を配布し、霧島市のPRを行なう。

　霧島市への移住希望者から、霧島市の様々な情報を知りたいという要望がある。

活動指標

単位

単位
人

0

成果指標
人 1,000

人

人 60

30,000

上位成果指標

回

名称

17 23 68

単位

人

人

回

名称

ウ

移住・定住促進イベント等参加回数

155 0

0

30,000 0

項 目

ア

イ

移住・定住促進イベント等参加人数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　かごしまファンデーには、鹿児島県人会を中心に多くの人が集まる。しかも、これらの人々は霧島市出身者や由来のある方及び霧島市に興味のある人で、その内の何割かは、真剣
に移住・定住を考えていることから、霧島市への移住・定住を促進するための非常に有効な手段として、平成19年度から企画した。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　680万人とも言われる団塊世代の大量退職が平成19年度末から始まり、今後3・4年がピークとなる。

1 0

0

264 3180

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

　　
 

千円
0

　
　　　　
264

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

0

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

霧島市に興味を持った人

霧島に移住し、定住してもらう

移住者数
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

　参加者3万人、アンケート回答者501人。移住・定住を希望される方へ移住誌及
びパンフレット等の配布。アンケート調査(情報収集)を行い、アンケート回答者へ
の粗品進呈及び抽選での賞品贈呈。

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

霧島市に興味を持つ。

　かごしまファンデーに参加し、移住・定住を希望される方へ移住誌及びパンフレット等の配布。アンケート調
査(情報収集)を行い、アンケート回答者への粗品進呈及び抽選での賞品贈呈する。

移住・定住促進イベント等に参加した人。

　

年度）年度～

1

21年度

年度～）

　　
 

318

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　イベントへの参加回数、人員等を減らすことはできないが、商工観光部と協力することで、PR地区の重複防止、経費等の削減及びトータル参加職員の
減に努めてゆきたい。

成
果
低
下

○

維
持

削減 維持

　移住・定住を促進し、霧島市の人口が増えれば、商工業の発展、経済の活性化及び税収等の増につながり、
本市の発展に大きく寄与するので、公平性が確保される。

　商工観光部との連携を図ったが、それによりイベント参加回数は削減はできない。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　商工観光部の観光宣伝に同行し移住相談窓口を設けたり、企業訪問に同行し霧島市への移住希望者の掘起
こしを行う。また、首都圏等で行われる移住相談に観光課が同行し霧島市のPRを行う。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

　コスト削減はできない。

　PR目的の事業であるため、事業費は増加又は維持が予想されるが、職員旅費については、様々な割引を利
用し、コスト削減に努力したい。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

　商工観光部のイベント、企業訪問等に一緒に加えてもらうことが考えられるが、移住担当職員は派遣しないと
いけない(減らすことはできない)。

企画政策課かごしまファンデー参加事業 所属部 企画部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

　移住・定住促進イベントに参加して霧島市をPRすることにより、霧島市へ興味を持つ人が増えれば、移住者
が増える。

　本市は、人口が減少すると予測されている。団塊世代を含めた市町村からの移住者を増やすことは、士の活
性化及び民間への経済波及効果も得られるため必要な事業である。

　イベントの参加人員が多く、移住・定住に興味を持つ方が多いほうが、効果的である。
　本市への興味がないと移住に結びつかない。

このイベントでは、移住PRを行うことが主であるため、成果を向上させる余地はない。

　本市の人口の推移統計では、人口が少しずつ低下すると予想されている。この事業は、移住定住希望者に
直接霧島市をPRできる数少ない場であり、この事業がなければ、関西圏からの移住者数の減少が懸念される。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 19 H 23

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

45-5111（内線1542）

所属Ｇ（係）

No.
企画部

企画政策課

川村直人課 長 名

霧島市移住体験研修事業210-030

政策
体系

事　務
事業名

おじゃんせ霧島移住定住推進室

政策名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

移住定住促進

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

18055

対象指標

事業 事業名
おじゃんせ霧島関連経費

 直接移住相談をされた方や各種イベントに参加しアンケート調査を実施した中から、霧島市への移住に興味を示さ
れている方に対して、霧島市のすばらしい風土を知っていただくともに、稲刈り、なし狩り、しいたけ駒打ちなどの体験
をしていただくことで、霧島市への移住を促進することを目的とする事業である。
　この事業は、秋、冬と年２回開催し、2泊3日の農業体験研修を行い、1回当り10名を募集する。参加料は、宿泊代、
食事代を含んで２８，０００円程度である。

　議会において、団塊の世代を受け入れることは人口の増加にはつながるが、国民健康保険事業会計等を圧迫する恐れがあると心配している旨の一般質問
があった。

活動指標

単位

単位
人

成果指標
人 4

人

人 2

20

上位成果指標

人

名称

2 2

単位

人

人

人

名称

ウ

移住研修の参加者の数。

5 4

16 20

項 目

ア

イ

移住研修の参加者の数。

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　電話の相談や各種イベントに参加し相談を受ける中で、２泊３日程度で霧島市を体験できる研修を行ってほしい旨の相談が多かったためである。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　680万人とも言われる団塊世代の大量退職平成19年度末から始まり、今後３・４年がピークとなる。

16 20
3410

千円 0
千円

341 879

425

425

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

0

　　
 

0

人

時間

千円
425

　
　　　　
341

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

0

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

延べ業務時間

人件費計  (B)

トータルコスト(A)＋(B)

人
件
費

事
業
費

その他

正規職員従事人数

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

研修参加者の内、「移住したい。」と思う人の数。

霧島に移り住んでもらう。

移住者数
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

秋の研修は、平成19年10月12日から10月14日までの日程で、稲刈り、なし狩りなどの体験事業
を行った。参加者は、3組6名であった。冬の研修は、平成２０年1月２５日から１月２５日までの
日程で、しいたけ駒打ち、しいたけ狩りなどの体験事業を行った。参加者は、７組１０名であっ
た。

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

霧島市に移住したいと思う。

秋の研修は、平成20年10月中旬、稲刈り、なし狩りなどの体験事業を行う予定である。冬の研修は、平成2１年２月中旬、しいたけ駒
打ち、しいたけ狩りなどの体験事業を行紆余艇である。参加者は、それぞれ５組１０名を予定している。

霧島市への移住に興味を示している人。

年度）年度～

20
879
0

21年度

年度～）

　　
 

879

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　本年度、総務省の頑張る地方応援プログラムに係る地域力創造アドバイザーの派遣要請を行った。その結果、アドバイザーからＰＲの手法など詳細に
勉強できたことを今後の事業に生かせるよう奮起させたい。

成
果
低
下

維
持 ○

削減 維持

  参加者の募集については、市のホームページ及び総務省のポータルサイト「交流居住のススメ」に掲載するの
で、不公平ではない。また、宿泊料及び食事代は受益者負担にしてもらうので、公平である。

　先進地の事例の研修や有識者からのアドバイスなど受け、研修がより一層興味が湧
くよう工夫する必要がある。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　本市は、全国的に考えても空港、高速道路、温泉、おいしい水、温暖な気候などすばらしい素材が多くある。そ
のことを経費をあまりかけずＰＲする必要がある。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

この事業は、市が単独で行っている事業である。このような事業を行ってくれる民間企業は無く、アウトソーシン
グなどできないので、これ以上の人件費の削減は望めない。

この事業は、年２回実施する計画であり、参加者は1回に付き、10名を予定している。事業内容においては、で
きるだけ事業費を減らすため、バスの借り上げなど行わず、職員が公用車を運転して参加者の移動を行うなど
事業費を抑える工夫を行っており、これ以上事業費を削減することはできない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

この事業のほかに「短期滞在型霧島市体験事業」がある。「霧島市移住研修事業」は地元の農家との交流を主とする事業であることに対し、「短期滞
在型霧島市体験事業」は移住希望者が自由に霧島市を体験すること及び居住地を捜すことを目的にしている。どちらの事業でも本市への移住を強
く希望される方は、何度も来られるので、今後は事業を統一する必要がある。

企画政策課霧島市移住体験研修事業 所属部 企画部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

この事業は、霧島市総合計画で掲げている7つの政策の「快適で魅了あるまちづくり」に属している事業であ
る。しかも、この事業に参加された方が本市のファンになり本市に移住した方もおられるので、結果に結びつい
ている。

移住したいと思われる方に対して、本市をPRする唯一の事業であるため、続ける必要がある。

本市への移住を希望される方が日頃の移住相談や各種移住イベントで相談されることを大切にし、それをデー
タバンク化し、対象を少しずつ増やしていく必要がある。

他の組織で行っている同様のイベントより、興味が湧くよう工夫する必要がある。

イベントや電話相談等で集めた霧島市への移住を考えている人に対し、PRする機会が失われる。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？
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0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 20 H 24

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

45-5111(内線1542)

所属Ｇ（係）

No.
企画部

企画政策課

川村　直人課 長 名

霧島市移住定住促進事業210-040

政策
体系

事　務
事業名

おじゃんせ霧島移住定住推進室

政策名

法令
根拠

生活基盤の充実

移住定住促進

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

対象指標

事業 事業名

　本市への移住者を増やすため、霧島市の中山間地域に持家を取得(新築又は購入)した者に住宅取得補助金（100万円～200万円）を支給す
る。また、持ち家を増改築した者に住宅増改築補助金（25万円～50万円）を支給する。いずれも自治会加入が条件である。
■住宅取得補助金・・・土地を購入し住宅を新築した者で新築後1年以内に転入した者には200万円、既に土地を所有して新築した者には150万
円、土地を借地して新築した者には100万円を支給する。また、中古住宅(何れも分譲マンションも含む)を購入した者で購入後1年以内に転入し、
築後3年未満のものは200万円、築後3年以上15年未満のものは150万円、築後15年以上のものは100万円する。更に、加算金として、子供扶養
補助金は、住宅を新築又は購入し、転入日において中学生以下の子1人当たり20万円支給する。
■住宅増改築補助金・・・住宅の増改築に対して、要した経費に応じて50万円以内（25万円～50万円）で支給する。

　議会において、団塊の世代を受け入れることは人口の増加にはつながるが、国民健康保険事業会計等を圧迫する恐れがあると心配している旨の一般質問
があった。また、中山間地域だけでなく、市内のすべてに地域に補助対象地域を拡大すべきである旨の話があった。

活動指標

単位

単位
人

成果指標
件 56

件

人 60

28

上位成果指標

件

名称

68

単位

件

件

件

名称

ウ

補助金に関する問い合わせ件数

38

13

項 目

ア

イ

補助金交付申請件数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　市長のマニフェストの中で、団塊の世代を含む多くの移住希望者を本市に移住してもらうということがきっかけであり、移住希望者に対する専属の相談窓口
ができたのが、平成18年7月からである。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

680万人とも言われる団塊世代の大量退職平成19年度末から始まり、今後３・４年がピークとなる。

405
00千円

0 15,000

11,020

11,020

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

　　
 

千円
11,020

　
　　　　
　

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

0

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

トータルコスト(A)＋(B)

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

補助金交付制度での移住者数

霧島市に移り住んでもらう。

移住者数
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

　13世帯38人（内中学生以下13人）が移住していただいた。なお、補助金は、
11,020千円支給した。

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

移住する。

20世帯以上を目標として、本市で行う移住事業や各種移住イベントに参加し、本
市への移住をＰＲしたい。

年齢65歳未満の霧島市への移住希望者。

　

年度）年度～

240
15,000

21年度

年度～）

　　
 

15,000

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　無料の各省庁が行っているホームページを利用して、本市の事業をタイムリーに掲載する必要がある。そのため、掲載の手法を習得し、掲載する内容
が新鮮味があるものにするため、移住定住につながるような行事や本市のすばらしい素材を取材する必要がある。

成
果
低
下

○

維
持

削減 維持

　本市全域でないので不公平感はあるが、過疎に悩む中山間地域の人口増対策として考えている。

　本事業のＰＲの手法として、インターネットをうまく利用する必要がある。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　本年度、地域力創造アドバイザー事業を活用し、アドバイザーからアドバイスをいただいたことをもとに、インター
ネット活用が課題である。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

　最低人員で事務を行なっているので、削減は考えられない。

　年数が進めばＰＲ効果が進み、本事業を利用する方が多くなる見込みであるので、削減は考えられない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

　本事業は、平成20年度から新たにでき、5年間の事業のため類似事業がない。

企画政策課霧島市移住定住促進事業 所属部 企画部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

 65歳未満の移住者が市内中山間地域に住宅分譲地をを購入してもらうことは、霧島市に移り住んでもらうこと
に結びつく。

　国の人口が減少している現在、団塊世代を含む方の移住・定住者の確保は、中山間地域における人口増及
び均衡ある発展に寄与し、税収の増、地域経済の発展が期待されるので、税金を投入しても問題はない。

　対象を65歳以下にしたのは、現在の日本人の平均寿命は82歳である。そのため、移住した者が本市に定住
する期間が18年と設定した。この期間は、本市の住民として、中山間地域の活性化が期待されるので、65歳以
下とした。

　団塊世代の大量退職が平成19年から始まり、ここ3・4年がピークとなるため、インターネットを使うなど、効果的
にＰＲすべきである。

　日本の人口は、平成18年をピークに人口減少が起こっている。そのため、何もしなければ、人口減少はどこの
地域でも起こる。したがって、少しでも人口増を図るため、施策を展開すべきである。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　20年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

45-5111(内線1542）

所属Ｇ（係）

No.
企画部

企画政策課

川村直人課 長 名

ふるさと回帰フェア（東京・大阪)参加事業210-060

政策
体系

事　務
事業名

おじゃんせ霧島移住定住推進室

政策名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

移住定住促進

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

210-90

対象指標

事業 事業名
おじゃんせ霧島関連事業

　ふるさと回帰フェア等に参加し、相談受付を行なったり、移住情報誌、観光パンフレット及びノベルティ等を配布し、
本市のPRを行なう。

　本市への移住希望者から、本市の様々な情報を知りたいという要望がある。

活動指標

単位

単位
人

0

成果指標
人 80

人

人 60

27,000

上位成果指標

回

名称

17 23 68

単位

人

人

回

名称

ウ

移住・定住促進イベント等参加回数

75 75

0

25,000 25,000

項 目

ア

イ

移住・定住促進イベント等参加人数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　ふるさと回帰フェアには、移住を真剣に希望している多くの人が集まる。しかも、これらの人々は本市出身者や由来のある方及び本市に興味のある人で、そ
の内の何割かは、本気で移住・定住を考えており、本市への移住・定住を促進するための非常に有効な手段として企画した。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　680万人とも言われる団塊世代の大量退職が平成19年度末から始まり、今後3・4年がピークとなる。

2 2
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389 538373
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20年度
(実績)

　　
 

千円
373

　
　　　　
389

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

0

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

霧島市に興味を持った人

霧島市に移住し、定住してもらう

移住者数
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

　10月初旬のふるさと回帰フェア(東京)は、参加者2万人。アンケート回答者50件。同じく10月下旬の大阪は、
参加者5千人、アンケート回答者25人。移住・定住を希望される方へ移住誌及びパンフレット等の配布。アン
ケート調査(情報収集)を行い、アンケート回答者への粗品進呈及び抽選での賞品贈呈を行った。

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

霧島市に興味を持つ。

　移住・定住を希望される方へ移住誌及びパンフレット等の配布し、本市の移住政
策をＰＲする。なお、本市への移住希望者に対し、粗品進呈する。

移住・定住促進イベント等に参加した人。

　

年度）年度～

2

21年度

年度～）

　　
 

538

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　参加回数や参加人員を減らすことはできないが、商工観光部と協力することで、強力に本市のよさをPRすることができる。しかし、参加職員を減らすと
事業の遂行に支障をきたす場合があるので、適正な人員を派遣させたい。

成
果
低
下

○

維
持

削減 維持

　移住・定住を促進し、本市の人口が増えれば、商工業の発展、経済の活性化及び税収等の増につながり、本
市の発展に大きく寄与するので、公平性が確保される。

　商工観光部と連携することにより、本市の観光宣伝を併せて行えば、更なるPRが期
待できるのではないか。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　首都圏等で行われる移住相談に観光課が同行し、本市の観光及び特産品のPRを行わせる。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

　コスト削減はできない。

　本市のPRと移住定住を希望する方の真剣な相談を受ける事業であるため、事業費は増加又は維持が予想さ
れるが、職員旅費については、様々な割引を利用し、コスト削減に努力したい。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

　ふるさと回帰支援センターの行う全国の自治体を巻き込んだ事業で、他の事業との統廃合連携はできない。

企画政策課ふるさと回帰フェア（東京・大阪)参加事業 所属部 企画部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

　移住・定住促進イベントに参加して本市をPRすることにより、本市へ興味を持つ人が増えれば、移住者が増え
る。

　本市は、人口が減少すると予測されている。団塊世代を含めた市町村からの移住者を増やすことは、市の活
性化及び民間への経済波及効果も得られるため必要な事業である。

　イベントの参加人員が多く、移住・定住に興味を持つ方が多いほうが、効果的である。
　本市への興味がないと移住に結びつかないから。

　このイベントは、総務省を中心とする各省庁と日本経済新聞社がPRを行い、人が集まる。その中で、本市の移
住に関し興味を示した方が、本市のブースに集まる。このようなため、直接、私たちが成果を向上させることがで
きない。

　本市の人口の推移統計では、人口が少しずつ低下すると予想されている。この事業は、移住定住希望者に
直接本市をPRできる数少ない場であり、この事業がなければ、首都圏、関西圏等からの移住者数の減少が懸
念される。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？
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0 2 0 1 0 9

　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 18

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

年度～）

すべてのふるさと会の参加者の人数

　　
 

535

　　

年度）年度～

6

21年度

霧島市に興味を持つ。

　首都圏、中部圏、関西圏及び福岡圏で開催される、ふるさと会に参加し、移住・定住を希望される方へ移住
誌及びパンフレット等の配布を行い霧島市をPRする。

ふるさと会に参加した人。

　

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

　東京溝辺会に1人出席し、参加者へ移住誌及びパンフレット等の配布を行った。

20

会計 款

一般財源
事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

霧島市に興味を持った人

霧島市に移住し、定住してもらう

移住者数
名称

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他

0

18年度
(実績)

千円

千円

千円

千円

　　
 

千円
38

　
　　　　
584

38

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

584 535
千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　首都圏、中部圏、関西圏及び福岡圏でふるさと会が行なわれており、これらには霧島市出身の方が集まる。しかも、これらの人々の何割かは、真剣に移住・
定住を考えていることから、霧島市への移住・定住を促進するための非常に有効な手段として企画した。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　680万人とも言われる団塊世代の大量退職が平成19年度末から始まり、今後3・4年がピークとなる。

6 1

150

(見込)

　　

項 目

ア

イ

ふるさと会に参加人数

事業期間

単位

名称

100

100

3

300

300 100

名称

ウ

ふるさと会参加回数

人

回

単位

人

人

上位成果指標

回

名称

17 23 68 60

300

300

人

人

150

成果指標
人

単位

単位
人

　霧島市への移住希望者から、霧島市の様々な情報を知りたいという要望がある。

活動指標

事業 事業名
おじゃんせ霧島関連事業

　首都圏、中部圏、関西圏及び福岡圏で開催される、ふるさと会に参加し、移住・定住を希望される方から相談受付
を行なったり、移住情報誌、観光パンフレット及びノベルティ等を配布し、霧島市のPRを行なう。

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

210-90

対象指標

人

事　務
事業名

おじゃんせ霧島移住定住推進室

政策名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

移住定住促進 45-5111(内線1542）

所属Ｇ（係）

No.
企画部

企画政策課

川村直人課 長 名

ふるさと会参加事業210-070

政策
体系

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

 ふるさと会に参加して、今の霧島市をPRすることにより、本市へ帰りたいと思う人が増えれば、移住者が増え
る。

　本市は、人口が減少すると予測されている。団塊世代を含めた移住者を増やすことは、市の活性化及び民間
への経済波及効果も得られるため必要な事業である。

　ふるさと会は本市出身の方又はその子孫の方で、本市に対し望郷の念を抱いておられるので、この事業を推
進することは効果的である。

　 ふるさと会に参加する方は、ふるさとに対する強い思いがあり、今の本市をPRすることで、移住定住に結びつ
く。そのためにも、商工観光部との連携が必要である。

　本市の人口の推移統計では、人口が少しずつ低下すると予想されている。この事業は、移住定住希望者に
直接本市をPRできる数少ない場であり、この事業がなければ、首都圏、関西圏等からの移住者数の減少が懸
念される。

　ふるさと会は、他に類似の団体等は無いので、統廃合、連携はできない。

企画政策課ふるさと会参加事業 所属部 企画部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

　コスト削減はできない。

　PR目的の事業であるため、事業費は増加又は維持が予想されるが、職員旅費については、様々な割引を利
用し、コスト削減に努力したい。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　商工観光部の観光及び特産品宣伝隊と同行し、本市の更なるPRを行わせたい。

向
上

削減 維持

　移住・定住を促進し、本市の人口が増えれば、商工業の発展、経済の活性化及び税収等の増につながり、霧
島市の発展に大きく寄与するので、公平性が確保される。

　商工観光部と連携し、今の霧島を強烈にPRできた。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

　イベントへの参加回数、人員等を減らすことはできないが、商工観光部と協力することで、効率的な事業展開を行い旅費等経費の削減に努めさせた
い。

成
果
低
下

○

維
持
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　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 47

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

3,558

所 属 部

所 属 課

住宅Ｇ

年度～）

6,540

ア

イ

市内の危険住宅戸数

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

事　務
事業名

年度

 
1,075
4,600

高さ２ｍ以上でがけ勾配が３０度を超えるがけに近接する住宅。
（昭和４６年３月３１日以前に建築されたもの）

3,270

ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

(見込)

4,015
　　　

43

がけ地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼす恐れのある区域に連なってい
る住宅の移転を促進する。

危険住宅の除去及び移転（３戸）

事
業
費

基本事業名

都道府県支出金

がけ地近接等危険住宅移転事業

一般財源 千円

20年度

事業期間

ゆとりある住宅を確保できる。

投
入
量

財
源
内
訳

その他

千円

千円

平成

危険住宅の除去及び移転（１戸）

20

事業 事業名

事務事業評価シート 

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

市内の除去及び移転実施後の危険住宅戸数

2,350
1,175

19年度
(実績)

千円

単位

名称

(実績)
18年度
(実績)

2,366

事業費計  （A）

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

　　　　
地方債

国庫支出金

千円 4,745

1,183

千円

1,196

1,168戸

1

1,167 1,166

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

1,164

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

梅雨や台風等でがけ崩れ等に伴う住宅の崩壊等により、住民の生命、財産が奪われている状況を鑑み、その危険住宅の移転を促進するために開始された。
（昭和４７年度から実施）

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

昭和４６年３月以前の建物が対象であることから対象者が高齢化しており、移転に対し消極的となっている。また、高齢であるため資金借り入れが困難なケー
スが増えている。

4,020

1

16,065

単位

21年度

名称

名称

年度）年度～

名称

ウ

市内の危険住宅移転戸数 戸

2

戸

上位成果指標

戸

41 40.4 69.8

1,166

％

1,169 1,167

単位

単位
％

単位

戸

活動指標

1,168
成果指標

戸

1

移転資金の借り入れの利子補助を直接補助にしてほしいとの要望が住民より聞かれる。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

対象指標

一般
会計 款 項 目

8,030

13,368

No.
建設部

建築住宅課

矢野昌幸課 長 名

がけ地近接等危険住宅移転事業730-020

政策
体系

45-1111

所属Ｇ（係）

政策名

霧島市がけ地近接等危険住宅移転事業費補助金
交付規則

法令
根拠

生活基盤の充実

住宅環境の整備

124010

施策名

予算科目

がけ地近接等で危険なため住居移転が必要な対象者が移転計画作成及び補助申請を市に行い、市が国・県に補
助交付申請を行う。交付決定後、申請者が事業に着手。完了後市・県が検査を行い国、県に実績報告、補助金請求
を行う。国と県の補助に市の補助を併せて支払いを行う。
　平成２０年度予算：除却等費７８０千円、建物助成費（住宅建設8,880千円、土地購入2,060千円、敷地造成580千
円）計１３，０８０千円（補助率　国１/２、県１/４、市１/４）

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

危険住宅を移転することにより生活環境が整備され住民の生命財産を守ることが可能になる。

移転費用が多額になるため個人で移転することは困難であり、行政（国・県・市）が移転費用の一部を補助する
ことにより住民の生命財産を守ることが可能になる。

危険住宅移転の対象を昭和４６年以前建築に限定しているのは、建築基準法施行条例（県）とも整合性があり
妥当である。

移転を促進することで、住民の生命財産を守ることができ、移転対象戸数が減っていくことが成果の向上につ
ながる。

事業廃止により資金的に困難な住民の移転が滞り、災害による被害の拡大を招いてしまう。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

他の事業で移転を行う方法はなく、この事業のみである。また、がけの崩壊防止工事を導入出来ない事例も多
く本事業に頼らざるをえない。

建築住宅課がけ地近接等危険住宅移転事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

現地調査等に専門性を要求され委託等は無理であり、事業内容からも困難である。また、すでに最小限の人
員で事務処理をしているため、人件費の削減の余地はない。

解体費は大幅にアップしている中で、補助金額は数年据え置きであり削減は困難である。また、国の基準に基
づき行っている。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

国の補助事業に準じており早急な改善は困難である。

向
上

削減 維持

対象者が限定されており、事業を実施することで被害を未然に防ぐことができる。

住民に広報誌等を通じて事業を知らしめる必要がある。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

本制度を活用していただくには、危険箇所の適切な把握と、住民への周知が重要であり、更なる現地調査による状況把握、及び広報等により事業を知
らしめることが必要である．

成
果
低
下

○

維
持
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0 1

0 1

0 2

0 8 0 6 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 19 H 23

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

快適で魅力あるまちづくり

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

21年度

　　
9,077
0

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　震災の住宅被害は、昭和５６年以前の耐震基準を満たさない建物に多く、本市でも昭和５６年以前建築の住宅割合が多いことから、平成１９年度から昭和５６
年以前に建築した市営住宅の耐震診断を行う。

事務事業評価シート 年度

単位

平成

耐震診断調査業務委託（11棟・200戸）

20

市営住宅を耐震診断することで、入居者の安全を確保する。

耐震診断調査業務委託（８棟・136戸）

市営住宅及び入居者

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

耐震診断を行った市営住宅の棟数/耐震診断が必要と判断された市営住宅の棟数

ゆとりある住宅を確保できる。
ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

名称

19年度
(実績)

一般財源
事業費計  （A）

財
源
内
訳

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他

　　

千円

千円

0
0

千円

千円

千円

18年度
(実績)

千円
0

　
5,784
0

　　
5,753

0

0

10,97310,516

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

地震による建物被害が各地で発生していることから、早急に耐震診断を行い、結果によっては適切な補強工事を行う必要がある。

名称

ア

20年度
(実績)
5,2204,732

年度～）

単位

棟耐震診断を行った市営住宅の棟数

年度）年度～

世帯

棟
戸

％

 
13 11 8

4340.4 69.8

活動指標

1,092
55

棟

23.6 43.6

796
42 31

596

58.1

単位

単位

名称

世帯

成果指標

上位成果指標

対象指標

％

棟
戸

特になし。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

14,632

　市内の市営住宅で建築年度、建物構造から耐震診断が必要と判断される住宅を対象に地域住宅交付金事業を活
用した耐震診断事業を実施する。実施計画年度は、平成１９年度から平成２３年度である。この事業の内容は、（財）日
本建築防災協会の既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準に則り、建物履歴、外観調査、コンクリート強度、鉄
筋鉄骨強度、構造強度確認、鉄筋鉄骨の発錆調査等を実施し、補強が必要な場合は、補強方法・工法まで具体化し
耐震診断報告書とすることで、今後の市営住宅の耐震化を図るものである。

イ

耐震診断が必要な市営住宅の棟数

　　
5,555

会計 款

耐震診断が必要な市営住宅入居者戸数

事業期間

単位

ウ

(見込)

地域住宅交付金事業

No.

122010 住宅維持補修事業（補助）

市営住宅等耐震診断事業
事　務
事業名

730-030

政策
体系

名称

政策名

　公営住宅法、建築物の耐震改修の促進に関する
法律

法令
根拠

生活基盤の充実

項 目 事業名

課 長 名

一般
事業

建築Ｇ

住宅環境の整備 45-5111

所属Ｇ（係）

建設部

建築住宅課

矢野　昌幸
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２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持

目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

 市営住宅の耐震診断を行うことにより、地震に対する安全度を判断し、入居者に安全な住居を提供することは、
ゆとりある住宅を確保できることに結びつく。

　市営住宅の耐震診断を行い、入居者の安全を確保するのは、管理者である市が行う必要がある。

 地震に対する市営住宅の耐震化と入居者の安全性を向上させることは妥当である。

　市営住宅の耐震診断を行い、地震に対する安全性が確認されることで、入居者が安全な住環境で生活できて
いると考える割合が高くなる。また、耐震に補強等が必要とされる場合も、具体的な耐震化の基となるので、市営
住宅の管理、入居者の安全を図ることに寄与する。

　市営住宅入居者の安全が確保されない。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

　補助事業（地域住宅交付金事業）を活用しているので、これにかわる手段はない。

建築住宅課市営住宅等耐震診断事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

　補助対象事業であり、事業成果の向上のために、市職員による業務が必要である。成果を下げずに人件費
（延べ業務時間）の削減の余地はない。

　補助事業を活用することで、一般財源からの支出削減を行っており、委託についても入札によりコスト削減に
努めているので事業費の削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

削減 維持

　公営住宅の家賃は、公営住宅法に基づき所得に応じて設定されているため公平である。

　この事業は、市営住宅の耐震化を図り、入居者の安全に寄与するものである。住宅ス
トックを有効に活用し、適正に管理していくために必要な事業である。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

（廃止・休止、道路・施設整備等の場合は記入不要）

成
果
低
下

維
持
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0 1

0 1

0 2

0 8 0 6 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 18 H 未定

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

730-050

政策名
政策
体系

45-5111

事　務
事業名

建築Ｇ

No.
建設部

建築住宅課

矢野　昌幸快適で魅力あるまちづくり 課 長 名

市営住宅外壁改修事業

所属Ｇ（係）

事業名
住宅維持補修事業（補助）
地域住宅交付金事業

122010
事業

1,186
58

1,018

0

特になし。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

対象指標

活動指標

10.4
成果指標

％

7

単位

単位
％

単位

棟

棟
戸

％

67

43

53

5

上位成果指標

棟

名称

41 40.4 69.8

％

13.4 20.9

2

1,058
60

5

15,448

28,088

29,474
　　

43,449
　　

72,923

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　市営住宅の全面に及ぶ外壁改修工事は、平成３年に国分地区の市営住宅奈良田団地１号棟、２号棟で実施した。合併を機に補助金を活用することで、事
業を統一し、平成１８年度から現行の交付金（補助）制度を活用し、事業を実施している。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　市営住宅の経年劣化した外壁を改修するために、補助金制度を活用し効率的に外壁改修工事に取組んできている。平成１２年度から、既設公営住宅改善
事業費等の補助事業を導入。平成１８年度からは、現行の地域住宅交付金事業により、年次的に団地の外壁改修工事を行っている。

国庫支出金

事業費計  （A）

　この事業は、市営住宅の外壁を良好な状態に改修することで、外壁の落下や雨漏り等を防ぎ、市営住
宅入居者の安全で快適な住居を確保するものである。事業の施行では、経費の軽減を図るために、平成
１８年度から現行の国土交通省所管、地域住宅交付金事業（補助率上限４５％）を採択している。また、
平成１８年度からは、事業完成後の良好な外壁の状態が長期間保持する、外壁改修工法（ピンネット工
法）を導入し、更なるコスト削減に努めている。

投
入
量

0
千円

0

事
業
費

単位

その他
地方債

一般財源

千円

平成

市内、市営住宅の５団地５棟の外壁改修工事を行った。
①上井団地（D棟２４戸）　②川原団地（３号棟１６戸）　③大野原団地（４号棟16戸）
④奈良田団地（１号棟24戸）　⑤第二今村住宅（１号棟16戸）

20

会計

事務事業評価シート 年度

一般
項 目

千円

18年度
(実績)

43,782

50,430

予算科目

千円

外壁改修が必要な市営住宅及び入居者

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

・より良い住環境で生活している。
・安全、快適な住まいとなる。

都道府県支出金

ゆとりある住宅を確保できる。

20年度
(実績)

施策名

基本事業名

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

外壁改修が必要な市営住宅の棟数

事業期間

単位

名称

・市内、５団地５棟の外壁改修工事
・外壁改修工事設計業務委託、打診調査委託

名称

19年度
(実績)
12,640

財
源
内
訳

　

0
千円

千円

922

28.4

85,927
0

94,212

59,619

戸

外壁改修を行った市営住宅の棟数/外壁改修が必要な市営住宅の棟数

(見込)

外壁改修が必要な市営住宅の入居者数

ア

イ

26,308

ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

ウ

21年度

公営住宅法
法令
根拠

生活基盤の充実

住宅環境の整備

款

名称

年度～）

外壁改修を行った市営住宅の棟数 棟

年度）年度～

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持

目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

成
果
低
下

維
持

削減 維持

　市営住宅の劣化による改修工事を行うことは、入居者全般に及ぶことであり、また市営住宅の入居者は公営住
宅法に基づき所得に応じた家賃を納めているので、公平・公正であると考える。

　この事業は、市営住宅ストックを適正に管理していくために必要な事業である。 平成１
８年度から、新たな外壁改修工法を導入し、コスト削減にも努めていることから現状維持
とする。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

（廃止・休止、道路・施設整備等の場合は記入不要）

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

　補助対象事業であり、事業成果の向上のために、市職員による設計監理が必要である。成果を下げずに人件
費（延べ業務時間）の削減の余地はない。

　補助事業を活用することで、一般財源からの支出削減を行っており、工事についても入札によりコスト削減に
努めているので事業費の削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

　補助事業（地域住宅交付金事業）を活用しているので、これにかわる手段はない。

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

建築住宅課市営住宅外壁改修事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

② 公共関与の妥当性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

③ 対象・意図の妥当性

　市営住宅の外壁改修工事により、外壁を良好な状態に改善することは、入居者に安全で快適な住居を提供
し、ゆとりある住宅を入居者が確保できることに結びつく。

　市営住宅の外壁の落下や雨漏り等を防止する外壁改修工事は、管理者である市が行う必要がある。

　市営住宅の外壁改修工事を行うことは、市営住宅入居者が安全で快適な、より良い環境で生活できることとな
るので対象・意図は適切である。

　市営住宅の外壁改修により、外壁の落下や雨漏り等を防ぎ、入居者の安全で快適な住居を確保することか
ら、良い住環境で生活できる世帯の割合は高まる。

　市営住宅の外壁の劣化が進み、外壁の落下や雨漏り等が発生し、入居者の安全で快適な住居を確保できな
くなる。市営住宅の既存ストックを改修し、活用しないことは、建替え時期を早め、経費の削減にならない。

－２枚目－



0 1

0 1

0 2

0 8 0 6 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 20 H 未定

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

建設部

建築住宅課

矢野　昌幸課 長 名政策名

公営住宅法
法令
根拠

生活基盤の充実 建築Ｇ

事業名

住宅環境の整備

所属Ｇ（係）

基本事業名

122010

％

　この事業は、既設の市営住宅を個別に改善することで、居住水準の向上と既設の市営住宅の総合活用を図ること
を目的としている。個別に改善する住戸改善は、居住性向上のための改善（住宅における利便性、衛生、快適性等
居住性の向上のための設備等の改善）、高齢者に対応した改善（高齢者又は身体障害者の住宅における居住の円
滑化のための設備等の改善）が主なものである。特にこの事業では、既設の住宅の設備改善として、三点給湯（風
呂・洗面所・台所）、バリアフリ－化、電気容量の限度アップ、水圧の改善等を年次計画に基づき行う。

年度）

ウ

ゆとりある住宅を確保できる。

名称

59,794

ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

住宅維持補修事業（補助）
地域住宅交付金事業

戸
24

事業

事業期間

単位

名称

個別改善が行われた市営住宅戸数

単位

戸

項 目
予算科目 一般

事
業
費

0

一部の市営住宅入居者から電気容量が少ない、水圧が低いという意見がある。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

活動指標

成果指標
％

対象指標

％

戸

単位

単位

45-5111

43

4.7

％
上位成果指標

戸

69.8

104

14.2

732

戸

％

戸
戸

％

戸

年度～）

名称

21年度
(見込)

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

2.4

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　市営住宅は、経年化に伴う修繕費の増加及び住宅の質の低下が顕在化しており、居住性向上、高齢者への対応等が必要とされていることから、事業の開
始が必要となった。平成20年度から現行の交付金（補助）制度を活用し、事業を開始した。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　既設の市営住宅の設備等を改善した活用が促されている。市営住宅の老朽化は年々進むので、改善事業を導入し適正な維持管理に努めることができてく
る。

990

24

1,014

千円

46,8940
0
0

20年度
(実績)

0 18,029
　　

0

　　
千円

28,865
千円 　

単位
(実績)

18年度
(実績)

千円

　　　　

年度

個別改善が行われた市営住宅戸数/個別改善が必要な市営住宅戸数

年度～

ア
奈良田団地個別改修（１号棟・24戸）

より良い住環境で生活できる。

・奈良田団地個別改修（３号棟・24戸）
・新清水団地他４団地電源改修

イ

電源改修が行われた市営住宅/電源改修が必要な市営住宅戸数

平成 20

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

会計 款

No. 市営住宅個別改善事業

施策名

事務事業評価シート 

政策
体系

電源改修が必要な市営住宅戸数

事　務
事業名

その他
一般財源

名称

730-080

個別改善が必要な市営住宅戸数

0

市営住宅及び入居者

事業費計  （A）

財
源
内
訳

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金

0

12,951

投
入
量

19年度

都道府県支出金

地方債
千円

千円

電源改修が行われた市営住宅戸数

46,843
0

快適で魅力あるまちづくり

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持

目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

成
果
低
下

維
持

削減 維持

　この事業は、市営住宅入居者全般に及ぶことであり、また市営住宅入居者は公営住宅法に基づき所得に応じ
た家賃を納めているので、公平と考える。

　この事業は、市営住宅ストックを適正に管理していくために必要な事業である。補助
事業を活用し、コスト削減にも努めていることから現状維持とする。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

（廃止・休止、道路・施設整備等の場合は記入不要）

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

目
的
妥
当
性
評
価

　補助対象事業であり、事業成果の向上のために、市職員による設計監理が必要である。成果を下げずに人件
費（延べ業務時間）の削減の余地はない。

　補助事業を活用することで、一般財源からの支出削減を行っており、工事についても入札によりコスト削減に
努めているので事業費の削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

　補助事業（地域住宅交付金事業）を活用しているので、これにかわる手段はない。

建築住宅課市営住宅個別改善事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

　市営住宅の居住性向上のために設備等の改善、高齢者対応、安全性確保のために改善を行うことは、市民が
ゆとりある住宅を確保することに結びついている。

　市営住宅の管理者である市が行う必要がある。市営住宅の住宅環境が改善されることは、公営住宅法で国及
び地方公共団体の役割と規定している。

　低所得者や住宅環境の悪い人の住戸の個別改善を行うことは、公営住宅法に基づく対象・意図であり妥当で
ある。

　市営住宅の個別改善を行い、住環境が改善されることで、入居者が安全な住環境で生活できていると考える
割合が高くなる。

　居住水準が向上せず、設備の老朽化が進行する。

－２枚目－



0 1

0 1

0 2

0 8 0 6 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 20 H 未定

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

課 長 名政策名

事　務
事業名

730-100
建設部

建築住宅課

矢野　昌幸

建築Ｇ

事業名

住宅環境の整備

122010
目

45-5111

住宅維持補修事業（補助）
地域住宅交付金事業

公営住宅法

名称

　市営住宅の老朽化が進み、市営住宅の維持管理では、修繕・維持補修・用地廃止等を計画的に進めていく必要が
ある。平成18年度に策定した『霧島市営住宅ストック総合活用計画』において、「用途廃止」もしくは「建替」と位置づ
けられている住宅を対象に、入居者が退去した住宅の解体工事を実施し、老朽化した市営住宅を除去する。また、老
朽化した市営住宅を除去した跡地は整地し、状況に応じて市営住宅入居者の駐車場として利用するなど考えられ
る。

(見込)

名称

除去した市営住宅

千円

法令
根拠

9,688

事業期間

単位

一般
事業

棟
対象指標

項
予算科目

344
17

327

老朽化した市営住宅の地域住民から、取壊しの要望がある。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

活動指標

成果指標
％

棟 6

単位

単位

棟

所属Ｇ（係）

6.7

43％

4.9

上位成果指標

棟

69.8

棟

％

％

617

単位

年度）

ウ

年度～）

名称

21年度

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　老朽化した市営住宅は、修繕費の増加や入居者の生活スタイルの変化に対応できなくなってきている。入居者もなく、活用もできない老朽化した市営住宅
をそのまま残しておくことは、危険であり周辺の住環境に悪影響を及ぼすため、平成２０年度から現行の交付金（補助）制度を活用し、事業を開始した。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

特になし。

17,281

　　

0

千円 　 　　
13,798

0
投
入
量

事
業
費

一般財源
事業費計  （A）

財
源
内
訳

(実績)

ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

20年度
(実績)

0 3,483

除去した市営住宅/建替及び用途廃止を判定された市営住宅

年度～

ア
・国分：４棟、横川：３棟、牧園：１棟、霧島：２棟、隼人：５棟、福山：２棟
（松住宅２号、ひばりヶ丘第２住宅　他）
17棟、22戸

老朽化した市営住宅を除去する。

・国分：１棟、横川：３棟、霧島：２棟
（向花住宅、新梅北住宅１号棟　他）　　６棟、９戸

イ

建替及び用途廃止を判定された市営住宅

棟

施策名

基本事業名

事務事業評価シート 年度

生活基盤の充実

除去できるようになった市営住宅

ゆとりある住宅を確保できる。

平成 20

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

会計 款

No. 老朽市営住宅除去事業

(実績)
18年度

政策
体系

老朽化した市営住宅

千円

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金

単位
19年度

その他

0

0
0 0

0

都道府県支出金

地方債
千円

千円

0千円

9,100
0

588

名称

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持

目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

成
果
低
下

維
持

削減 維持

　市営住宅は公有財産であるので、公平性は考慮されている。

　この事業は、公営住宅ストックを適正に管理していくために必要な事業である。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

（廃止・休止、道路・施設整備等の場合は記入不要）

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

目
的
妥
当
性
評
価

　補助対象事業であり、事業成果の向上のために、市職員による設計監理が必要である。成果を下げずに人件
費（延べ業務時間）の削減の余地はない。

　補助事業を活用することで、一般財源からの支出削減を行っており、工事についても入札によりコスト削減に
努めているので、事業費の削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

　補助事業（地域住宅交付金事業）を活用しているので、これにかわる手段はない。

建築住宅課老朽市営住宅除去事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

　老朽化した市営住宅を除去して、跡地を駐車場等に利用することで、住宅環境が改善され、多様な住宅需要
に対応できる住宅とすることは、ゆとりある住みやすいまちになることにつながり、結びつく。

　老朽化した市営住宅を除去することは、管理者である市が行う必要がある。

　市営住宅を適切に管理することは、公営住宅法に基づく対象・意図であり、妥当である。

　老朽化した市営住宅を除去することは、適切に公有財産を管理することになり、ゆとりある住宅を確保すること
になる。

　入居者の生活スタイルの変化に対応できなくなり、老朽住宅を残しておくことは危険であり、周辺の住環境にも
悪影響を及ぼす。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－



0 1

0 1

0 2

0 8 0 5 0 2

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 10 H 27

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

都市再生住宅の建設戸数ア

建設部

区画整理課

　　三嶋　辰雄

業務第１G

住宅環境の整備 45-5111

所属Ｇ（係）

名称

ウ

(見込)
57,194

項 目 事業名

課 長 名

住宅市街地総合整備事業

対象指標

戸

事　務
事業名

760-010

政策
体系

No.

118030 住宅市街地総合整備事業

政策名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

一般
事業

135,328

本事業は、既成市街地において、快適な居住空間の創出、都市機能の更新、特に密集市街地の整備改善を図るた
め、浜之市土地区画整理事業との合併施行でおこなわれる公共施設の整備改善を含む総合的な市街地整備を目
的とした事業である。

イ

老朽住宅棟数

0

風水害等で影響があると思われる老朽住宅が多いため、事業対象者から早期の除却を望む声が多い

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

棟

成果指標
％

棟

％

活動指標

43

単位

単位

名称

33

320

41 40.4 42
上位成果指標

戸
71

％

棟

％

94
320320

26 29

27
52
82
320

48
77

事業期間

単位

名称

年度～）

老朽建築物買収・補償累計戸数

老朽建築物の除却棟数

単位

棟

戸

戸

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

合併施行中の浜之市土地区画整理事業との連携により事業の進捗がスムーズになるため平成１０年度に認可をうけ、１１年度から事業実施。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

老朽住宅が密集して建ち並び防災面で危険である。開始から20年度までに94棟の建物を除却済

36 -

24

61

131,710181,500

19年度
(実績)

58,951
0

20年度
(見込)

97,837
0

0
9,897

188,564

98,506
0

62,862

0
7,343
76,320

0

千円

千円

18年度
(実績)

6,479
83,579

千円

千円

千円

千円

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

財
源
内
訳

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

老朽住宅の除却棟数/老朽住宅棟数

ゆとりある住宅を確保できる
ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

名称

事務事業評価シート 年度

単位

平成

老朽建築物の買収・除却

21

良好な宅地として整備される

前年度と同様

浜之市地区の老朽住宅

年度）年度～

-

21年度

0
8,676
69,458

104

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

成
果
低
下

維
持 ○

削減 維持

対象が浜之市地区の老朽住宅と限定されていても、整備される公共施設は多くの市民が使用するものである
ので不公平感はない。都市再生住宅については事業が終了した後は市民全体に解放する予定である。

この地区の生活基盤の推進を図り、住環境水準を高めて魅力的な市街地整備をして
いく。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

目
的
妥
当
性
評
価

現在職員一人で対処しており、建物調査等は予算の範囲内ですでにアウトソーシングを取り入れているため削
減余地がない。

工法を見直すことにより、すでに事業費削減を図っている。
また、早期完成による投資効果を上げる方法が考えられるが、地権者との相互理解を得ながら進める事業であ
り、完成までの期間は長期にわたると予想される。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

区域が限定されていることと、事業内容の特性から統廃合・連携はできない。

区画整理課住宅市街地総合整備事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

浜之市土地区画整理事業との合併施行により、ゆとりある宅地を確保できるため、政策体系との整合はとれて
いる。

住宅総合整備事業で老朽住宅が除却され、また、土地区画整理事業の促進でゆとりある宅地を確保できること
に繋がるため、市が行うことは妥当である。

対象は浜之市の土地区画整理区域であり、良好な宅地として整備されるという意図も適切である。

既に効果的な手法を取り入れており、計画的に事業が進んでいるため向上の余地がない。

老朽住宅が密集して立ち並んでいるため、廃止・休止の場合,防災面で非常に心配される。また、合併施行で
行われている浜之市土地区画整理事業の進捗にも影響を与える。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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0 2

0 8 0 5 0 2

　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 18

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

45-5111

所属Ｇ（係）

No.
建設部

区画整理課

三嶋　辰雄課 長 名

隼人駅東地区まちづくり協議会支援事業760-040

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

住宅環境の整備

款

政策
体系

事　務
事業名

業務第3G

政策名

施策名

基本事業名

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

118020

対象指標

回

名称

前年度と同様

隼人駅東地区の地権者、地域住民
＜補助金交付先＞隼人駅東地区まちづくり協議会会員
＜補助対象活動＞団体の運営（協議会、研修及び視察、協議会だより発行）

名称

ウ

名称

地権者数

協議会参加割合

ゆとりある住宅を確保できる

研修・視察参加割合

事業対象者から、今後の具体的な計画について情報開示の要望や、早期着手を望む声が多い。

活動指標

単位

単位
％

会員数

7092
50
60

4341 40.4 69.8

成果指標
%

上位成果指標

%

％

人

回

人

11
2
14

70

2
13

60 38

200

(見込)

3

200 200

1
2
10

200

土地区画整理事業（隼人駅東）

事業期間

単位

名称

年度）年度～

協議会開催回数

研修・視察開催回数

協議会だより発行回数

回

隼人駅東地区まちづくり協議会は、隼人駅東地区土地区画整理事業区域内の土地所有者で構成されており、良好な
住宅環境をつくるため、地域住民の方針・方向性を自主的に検討、協議する場として設置した。協議会会員は地域住
民の意見を取り入れたまちづくりを検討するとともに、今後の計画について地元への周知・合意形成に努めていく。具
体的には、年度毎に協議会を開催し、１年間の事業計画を定め、それに基づき先進地視察や研修等を行い土地区画
整理事業に対する知識を深める。また定期的に協議会だよりを発行、配布し、事業の最新の状況の周知を図る。市は
協議会の事務局として必要な情報を提供し、行政サイドからのアドバイスを行い、協働のまちづくりを進めていく。

回

回

単位

年度～）

%

人
人

%

139

本格的な事業実施に向け、地権者、地域住民への活動状況が周知され、様々な意見が聞かれるようになった。

2 22

項 目

ア

イ

事業 事業名

13

1
1回

(実績)

千円 117 134
134千円

千円

117 139
千円

予算科目

投
入
量

事
業
費

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

千円

千円

18年度
(実績)

19年度
(実績)

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

協議会開催
先進地研修・視察
協議会だより発行（年１回）

20

会計

地権者、地域住民に土地区画整理事業に対する理解を深めてもらう

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

70

20年度

その他
地方債

21年度

国庫支出金
都道府県支出金

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

隼人駅東地区の新しいまちづくりのため互いに協議し、誰もが住みたくなるようなまちづくりを進めることを目的として、平成15年に発足。
協議会への支援事業は平成18年より開始。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

一般財源 200

200

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　研修会や説明会を近隣で開催し、より多くの参加者を獲得するとともに事業に対する理解を深めてもらう。

成
果
低
下

維
持

削減 維持

隼人駅東地区の地権者・借地権者全てに関わる協議会への支援であるので、事業の内容が一部の受益者に
偏ることはない。

この地区の生活基盤の推進を図り、住環境水準を高めて魅力的な市街地整備をしてい
く。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　市と住民による総合的まちづくりを進めていく上で、必要な事業であるので、コスト削減に取り組みつつより自主
的な運営を目指し、共同したまちづくりがなされるよう、研修会等を通じ、より多くの情報提供をしたり疑問点に対応
できるような説明会を開催し、充実した体制づくりが必要である。

向
上 ○

目
的
妥
当
性
評
価

地権者による、より自主的なまちづくり協議会の運営がなされることにより、職員の人件費の削減を図ることがで
きる。

先進地研修等を近隣で行う等の工夫が必要である。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

庁内に類似事業はないため。

区画整理課隼人駅東地区まちづくり協議会支援事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

まちづくり協議会の目的は隼人駅東地区の新しいまちづくりのため、互いに協議し、誰もが住みたくなるようなま
ちづくりを推進することにある。住民の理解を求め、土地区画整理事業により良好な街並みを形成していくことは
政策体系に結びついている。

現在スプロ－ル化（注１）が急速に進んでいる隼人駅東地区のまちづくりは、生活の基盤形成や良好な街なみを
目的としているため、公共関与の妥当性がある。
（注１：計画的な街路が形成されず虫食い状態に宅地化が進む様子）

隼人駅東地区土地区画整理事業は、この地区地権者にしか行えないため妥当である。

今後も協議会に対し、情報提供や説明会を実施し、事業に対する知識や理解を更に深めてもらう予定である。

隼人駅東土地区画整理事業区域全体のまちづくり推進のためには、権利者の集合体無しでは住民がまちづく
りに取り組む機会が失われ、市と住民による総合的な事業に取り組めなくなる。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－
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　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 18 H 34

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

年度～）

117,437

6,600

年度～

0

21年度

ア

良好な宅地として整備される

換地設計作成、実施設計

隼人駅東地区内の区画整理対象区域

28,387

事務事業評価シート 年度

単位

平成

実施計画、事業計画作成

21

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

ゆとりある住宅を確保できる
ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

名称

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

財
源
内
訳

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

18年度
(実績)

60,100

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

千円

0
0

105,487

17,000
0
0

0

23,969

16,200
千円

千円

千円

千円

千円

18,900

0
11,324
46,424 124,03730,319

231,000

0

231,000

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

住民より道路、公園、水路等の整備を望む声が多数あり、平成１０年度にアンケート調査を行い、区画整理事業を導入し、一体的に整備することになった。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

公共施設が未整備にもかかわらず、ここ最近急激に無秩序な開発が行われており計画的な街路が形成されず虫食い状に宅地化が進んでいる。

名称

19年度
(実績)

6,350
0

20年度
(実績)

0 0

0 00

ウ

(見込)

良好な宅地として整備された面積＝整備済み面積（累計）／区画整理対象区域の面積

％

㎡

％

上位成果指標

㎡

名称

41 40.4 42 43

130,000

0

㎡

％

231,000

単位

単位

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

成果指標
％

活動指標

対象指標

事業の早期着手を望む意見が多いが、一部慎重な住民もいる。

政策名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

一般

隼人駅東地区は、ミニ開発や共同住宅の建築が行れ、有効な土地利用が出来なくなっているため、周辺の商業、業
務機能の強化のため土地区画整理事業により都市基盤施設の整備を行い、人でにぎわう都市空間を形成する。

118020 隼人駅東土地区画整理事業

イ

区画整理対象区域の面積

事業期間

単位

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

年度）

760-050

政策
体系

住宅環境の整備

No.
事　務
事業名

隼人駅東地区土地区画整理事業

事業

建設部

区画整理課

三嶋　辰雄        課 長 名

業務第３G

45-5111

所属Ｇ（係）

項 目

㎡

名称

換地設計面積

単位

事業名

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

土地区画整理事業により、都市基盤施設の整備を行い、健全な市街地の造成を図ることは、政策体系に結び
ついている。

宅地及び公共施設の総合的な面整備を行うことにより、JR隼人駅の東口として拠点市街地の形成を促進させ、
都市の発展が図られるため、市が行うことは妥当である。

対象は隼人駅東の土地区画整理区域であり、良好な宅地として整備されるという意図も適切である。

総合的に整備する最も効果的な手法を取り入れており、計画的に事業が進んでいるため、向上の余地がない。

隼人駅東地区は、平成2年度から区画整理事業調査に着手し、地元意向調査、地権者意見交換会、住民説明
会等により、区画整理事業により面整備を実施することに決定し、平成18年3月に都市計画決定を行った。事業
の早期着手、早期完成を望む声が多くなった現在、公共施設等が未整備なままの事務事業廃止は、地区住民
の生活に多大な影響を及ぼすものと考えられる。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

地区が限定されていることや、事業内容の特性から統廃合・連携はできない。

区画整理課隼人駅東地区土地区画整理事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

すでにアウトソーシングを取り入れ換地設計、事業計画作成を行っている。今後も浜之市地区と同様に、建物調
査等についてはアウトソーシングを取り入れていく。

移転補償費削減のため、換地を検討する。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

削減 維持

事業区域は隼人駅東地区と限定されているが、公共施設（街路・道路・公園）等の便益は市民が共有するもの
であり、また、地権者からは区画整理事業を行うにあたり、減歩という形で受益者負担を受けるので、整備による
受益と公平な負担がある。

事業を効率的に進め、霧島市の交通業務の中心として位置付けし、駅を中心とした交
通体系の機能強化を図っていく。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

成
果
低
下

維
持 ○
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0 1

0 1

0 2

0 8 0 5 0 2

　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度
（ H 2 H 27

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

快適で魅力あるまちづくり

180,000

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

宅地の整地面積

建物等移転補償累計戸数

287,400
10,639
112,510

良好な宅地として整備される
※良好な宅地とは、土地の区画が整っている、設道する、緊急車両が通れる道路
が確保される、公園が確保される、排水対策ができている

地方債

財
源
内
訳

一般財源
事業費計  （A）

良好な宅地として整備された面積＝整備済み面積（累計）／区画整理対象区域の面積

21年度

投
入
量

115,524
596,600

661

24.9

事業期間

単位

名称

年度

区画街路の築造、宅地の整地、建物等移転補償

21

会計 款

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

前年度と同様

事務事業評価シート 

浜之市地区内の区画整理対象区域

基本事業名

予算科目

平成

ゆとりある住宅を確保できる

千円

千円

6,961

18年度
(実績)
205,405
6,922

単位
(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移 (実績)

217,750
千円

事
業
費

その他

国庫支出金
都道府県支出金

千円

千円 27,419
336,300 289,900

11,188
139,770

20年度
(見込)
189,590
6,377

272,900
11,107

19年度

千円
152,687

691,570 665,569 632,661

43,484㎡

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

79 500

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

平成元年に浜之市地区の住民から区画整理事業の要望があり、平成２年度にまちづくり基本調査を、平成３年度に区画整理事業調査を行い、平成5年２月
に事業推進協議会が設立され、事業実施に向け動き出した経緯がある。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

事業の開始時期は、反対運動等もあったが平成１３年から移転補償も始まり、最近は早期完成を望む声が多くなっている。

年度）年度～

年度～）

名称

ウ

街路築造工事延長ア

イ

m

単位

212.8
36,778
608

186,654186,654

30,304
570

16.2

ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

名称

6,051

(見込)

戸

㎡

区画整理対象区域の面積 ㎡

％

上位成果指標

m

名称

41 40.4 42

46,778

186,654
688

19.7 23.2

186,654

150.0

㎡

％ 43

戸

成果指標
％

単位

単位
％

区画整理区域内の事業対象者より、風水害等で影響があると思われる老朽住宅が多いため早期の事業完成を望む声が多く聞かれる。

活動指標

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

118010

対象指標

本地区は国道１０号沿線、隼人港（通称　浜之市港）を中心に発展してきた既成市街地であるが、地区内の道路は狭
く緊急車両の進入が困難であり、また隼人港付近については宅地規模の小さい過密住宅地（要移転戸数３４０戸）で
あり、現在は公園などはない状態にある。このため都市計画道路・区画街路等整備や公園等の整備と合わせ、土地
利用の増進及び、安全で快適な住宅地の供給を図り、既成市街地の再生と地域の発展を目的とした区画整理事業
を行う。

事　務
事業名

業務第１G

一般
目 事業 事業名

浜之市土地区画整理事業 特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

住宅環境の整備 45-5111

所属Ｇ（係）

項

No.
建設部

区画整理課

三嶋　辰雄        課 長 名

浜之市土地区画整理事業760-060

政策
体系

政策名

施策名

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

土地区画整理事業により、良好な宅地として整備され、結果的にゆとりある宅地を確保できるため、政策体系と
の整合はとれている。

健全な市街地の形成を行い、ゆとりある住宅を確保できることにつながるので妥当である。

対象は浜之市の土地区画整理区域であり、良好な宅地として整備されるという意図も適切である。

既に効果的な手法を取り入れており、計画的に事業が進んでいるため向上の余地がない。

廃止・休止の場合、事業に同意しているにも関わらず、未施行となる方が犠牲を被ることとなる。また、事業の清
算が出来なくなり、最終的には市が肩代わりしなくてはならない可能性も出てくる。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

地区が限定されていることや、事業内容の特性から統廃合・連携はできない。

区画整理課浜之市土地区画整理事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

目
的
妥
当
性
評
価

現在、建物調査等でアウトソーシングを取り入れている。
事業全体に関しては、早期完成を行うことが業務時間削減に繋がる。

すでに工法を見直すことにより事業費削減を図っている。
また、早期事業完成による投資効果を上げる方法が考えられるが、地権者との相互理解を得ながら進める事業
であり、完成までの期間は長期にわたると予想される。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

削減 維持

事業区域は浜之市地区と限定されているが、整備される公共施設（街路・通路・公園等）は多くの市民が使用
するものであるので不公平感はない。地権者からは区画整理事業を行うにあたり、減歩という形での受益者負
担を既にしてもらっている。

この地区の生活基盤の推進を図り、住環境水準を高めて魅力的な市街地整備をして
いく。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

成
果
低
下

維
持 ○
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0 1

0 1

0 2

0 8 0 5 0 2

　単年度のみ

　単年度繰返

（

　期間限定複数年度

（ H 5 H 25

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番号

快適で魅力あるまちづくり

年度～）

保留地の宅地造成面積

保留地の販売面積

132,700
15,000
67,187

55,000

21年度

ア

335,750

良好な宅地として整備される

＜現段階の意図＞
住宅地として販売できる

２０年度と同様

麓第一地区

＜現段階の対象＞
麓第一地区の保留地

165,300

118015

事　務
事業名

政策
体系

事業

事務事業評価シート 年度

目

21

会計 款

41

単位

平成

千円

ゆとりある住宅を確保できる

施策名

基本事業名

予算科目

41,847

0

保留地販売済み面積／麓第一地区の保留地の面積

（購入者の評価点）

地方債

18年度
(実績)

19年度
(実績)

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

千円

投
入
量

事業費計  （A）

都道府県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

事
業
費

その他
一般財源

319,550

90,788
0

57,100
千円

千円

千円

千円

6,362

20年度
(実績)

55,000

132,700
32,342

55,000
0

237,334

132,700

22,27317,292
251,820

29,630

302,375
0

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

事業は、平成５年より着工しているが、平成１３年３月から保留地の一部造成地が完成し、宅地として販売することとなった。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

保留地販売価格は平成１９年８月に変更した。立地条件が良いため土地価格は区域外より若干高めの設定となっている。

事業期間

単位

名称

区画整理済み面積（累計）

単位

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

年度）

㎡
保留地の造成工事
保留地の販売
道路の造成、宅地の整地、建物の移転補償

年度～

14,848
7,966

1,468
1,400

(見込)

313,420 323,955

269,887

麓第一地区の保留地の面積

ゆとりある住宅が確保できていると感じる市民の割合

名称

区画整理済み面積（累計）／麓第一地区の区画整理対象地区の面積

点

％

上位成果指標

㎡

1,911
424,804424,804

41 40.4 42 43

71
38

74 76
32

㎡
㎡ 29,63029,630 29,630

㎡

424,804

％

1,000
424,804

79

757

％
点

対象指標

27

単位

単位

土地区画整理費

事業対象者より、保留地価格は民間の販売実績価格と開きが小さくなった。との意見が寄せられていた。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

活動指標
㎡

成果指標
％

麓第一地区を対象に空港前の住宅地として、健全な市街地（４２．５ヘクタール）の形成を図る土地区画整理事業。
事業期間は平成５年から平成２５年度で、排水が確保されかつ地権者の了承が得られた区域から整備を行ってきて
いる。
現在は、受益者から減歩として提供された保留地（宅地）の販売も行っている。
保留地の全体面積は、２９，６３０㎡
２０年度末の造成面積は、１６，３１６．３７㎡で全体面積の５５．０７％
２０年度末の販売面積は、１１，２７７．６５㎡で造成面積の６９．１２％全体面積の３８．０６％
販売方法は、空港及び周辺の企業に勤める従業員の方への営業活動・霧島市広報誌への掲載・インターネットによ
るホームページでの紹介・鹿児島県宅地建物取引業協会の媒介などを行っている。
空港に近く、幼稚園、小・中学校、病院、駐在所、高速インターなどの公共施設の整った宅地としてＰＲ。１区画が標
準で８５坪（５７０万円程度）

45-5111

項

㎡
㎡

％
％

名称

所属Ｇ（係） 業務第２G

事業名

㎡

㎡

名称

ウ

イ

麓第一地区の区画整理対象地区の面積

政策名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

一般

住宅環境の整備

No.
建設部

区画整理課

三嶋　辰雄        課 長 名

麓第一土地区画整理事業760-070

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

①政策体系との整合性

事務事業名

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

④ 成果の向上余地

目
的
妥
当
性
評
価

② 公共関与の妥当性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

保留地販売を行うことで、区画整理事業の財源に結びつき更に良好な市街地の形成が可能となる。

健全な市街地の形成を行い、良好な宅地を供給することにつながり妥当である。
区画整理事業によって発生した保留地（区画整理事業の財源を確保する目的で地権者から保留地を減歩によ
り確保した）を販売することは、麓第一地区の区画整理事業の実施主体である市の役割である。

対象は施工区域内の宅地（麓第一地区の保留地）であり、それを販売することで財源を確保する事業である。販
売することによって財源確保を図るため意図も適切である。

造成済みの保留地価格は、既購入者との不平等は危惧されるが、近年、実勢価格との価格差が大きく、価格水
準の見直しには余地がある。
→保留地の販売面積は11,277．65㎡で、造成面積の69．12％、全体面積の38.06％であり、向上余地はまだ大
きい。住宅地として販売するためには、付加価値の検討も必要と考える。（２１．３現在）

区画整理事業の終決が延びること、または出来ないことは、同意にもかかわらず未施行となっている者が犠牲を
被ることとなる。具体的には登記上宙に浮く土地となってしまい、事業の清算が出来ず、もともとの地権者の移転
先が定まらないこととなる。最終的には市が肩代わりしなくてはならない可能性も出てくる。

区画整理課麓第一土地区画整理事業 所属部 建設部 所属課

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

⑦ 事業費の削減余地

③ 対象・意図の妥当性

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

⑤ 廃止・休止の成果への影響

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

保留地の造成については、工法の検討を行い事業費の圧縮に努力出来る。
事業費の一般財源の確保に苦慮している現状であり、完了年度を延長する方法で対応せざるを得ない。
保留地の造成コストを抑えながら、全国の宅地購入層を対象にしたPR活動を積極的に展開し、販売数を増やし一
般財源の確保を急ぐ。

向
上 ○

コスト
増加

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

削減 維持

販売に関しては、不動産業者との協力体制の強化を図り、現地での定期的な説明会などの開催によりPR活動
を充実する必要がある。
そのことより、職員のPR活動が効率よく進み人件費の削減となる。
事業全体に関しては、交渉活動を強力に行い、早期完成を行うことが業務時間削減に繋がる。

保留地の工法については、大区画での造成を行い購入希望に応じて仕上げることで、コスト減の工夫ができる。

区域・事業内容から統合・連携は出来ない。

地権者からは区画整理事業を行うにあたって減歩という形での受益者負担を既にしてもらっている。その保留地
の販売を行うことに関して不公平ということにはならない。

保留地の全体面積のうち５５％が造成済みであるが、今後の分については消費者の
ニーズに合う造成計画を推進していく。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

保留地の価格について、個人売買との格差が課題となっている。
販売しやすい価格にすることが解決策となる。

成
果
低
下

維
持
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0 1

0 1

0 3

0 6 0 1 0 5

　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 16

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

45-5111

所属Ｇ（係）

No.
農林水産部

耕地課

馬場　義光課 長 名

小田西水道管理組合運営支援事業540-010

政策
体系

事　務
事業名

管理グループ

政策名

なし
法令
根拠

生活基盤の充実

安全で良質な水の安定供給

一般

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

84090

対象指標

回

事業 事業名
農地費

　上水道の無い現況のなかで、安定的な生活飲用水を供給するために、小田西水道管理組合が管理している施設
の維持管理に対する経費の補助である。
補助交付金額：１００，０００円
給水個数：２４世帯
配水管延長：２，０２５ｍ

管理経費

　平成１４年９月議会（旧隼人町）において、上水道に切り替えるべき提案がなされている。またガーデンシティ計画の中で整備される予定であったが、この計
画が中止になり現在に至っている状況である。

活動指標

単位

単位
件

24

成果指標
％ 0

世帯
円

件 36

24

上位成果指標

件

名称

46 76 51

365

単位

世帯
円

％

回

件

名称

ウ

修理の件数

450,000

0 0

0
365

24
387,524 493,383

365 366

24
539,372

項 目

ア

イ

組合員数

事業期間

単位

名称

(見込)

　　

千円

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　昭和６０年４月から供用開始になり、施設の老朽化が進み、さらには組合員の高齢化に伴い維持管理が組合員だけでは困難なため、平成１６年度から補助
金を交付して、施設の維持管理と組合員の労力の軽減を図るために開始された。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　以前にも増し施設の老朽化が進み、施設の維持管理に伴う大規模な修繕については、行政で行っており、現在のところ安定的に飲用水の確保ができてい
る。

0 0

0

100100千円

100 100

100

100

19年度
(実績)

　　
　　

20年度
(実績)

　　
 

千円
100

　
　　　　
100

千円

千円

千円

千円

18年度
(実績)

100

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

トータルコスト(A)＋(B)

事
業
費

その他
一般財源

事業費計  （A）

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

安定的に供給されなかったと感じた人の数(苦情件数／供給世帯)

安全で良質な水を安定して供給できる。

断水件数
名称

財
源
内
訳

事務事業評価シート 年度

単位

平成

事務事業の概要と同様

20

会計 款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金
都道府県支出金

地方債

飲用水が安定的に供給される。

前年度と同様

小田西水道管理組合会員
小田西水道管理組合
維持管理に関する経費

100

年度）年度～

0
100

21年度

年度～）

施設点検の回数

　　
 

100

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり
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２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　上水道を整備するための関係機関との協議。

成
果
低
下

○

維
持

削減 維持

　簡易水道を利用している他地域と同等の水量・水質を確保しているので公平公正である。

　現在１００％に近い維持管理が出来ているが、施設の老朽化の進行に伴い安定した
供給が出来なくなることが予想されるため、上水道への移行が必要であると考えられ
る。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　組合員の高齢化に伴い組合員での管理が困難になり、さらには施設の老朽化の進行により補助金だけでは対
応が出来なくなる。そのため、上水道整備事業による改善が必要であると思われる。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

　補助金申請を受付審査の上、補助金交付を行うために必要な人件費である。

　安定した飲用水の供給に必要な維持管理費であるため、現時点ではこれ以上の削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

上水道への移行

　上水道への移行が出来れば、事業の廃止は可能。

耕地課小田西水道管理組合運営支援事業 所属部 農林水産部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

　飲料水を安定的に供給することは、安全で良質な水の安定的供給に結びつく。

　飲用水確保のために市が設置した施設を適切に管理するための経費に対し、一部補助を行うことは妥当で
ある。

　飲用水を利用している管理組合員で構成している団体であるため、対象については妥当である。また施設の
維持管理を行い、安定的な飲用水の供給が必要なことから意図も妥当である。

　現状では１００％に近い対応が出来ている。しかしながら、上水道への移行により成果を向上させる余地があ
る。

　維持管理が難しくなり、飲用水の確保が出来なくなる。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－



0 1

0 1

0 4

0 8 0 5 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（ S 49

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

　　

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

都道府県支出金

その他

2,000,000

15

3,711,237

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

土地の乱開発、投機的取引による地価の高騰の抑制などを目的に、昭和４９年に制定され、法律に基づいて事務事業が始まった。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

平成１０年９月に制度改正が行われ、事前届出制から原則として事後届出制となった。

国土利用計画法で示す土地

千円

501
　　
345千円

款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

45

地方債

3,984,946 3,312,896

事務事業評価シート 年度

単位

平成

事務事業概要と同様

20

会計

同上

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

一般財源
事業費計  （A）

取引された届出面積

適切な土地利用がなされる。
土地利用計画に基づく土地利用がなされていると考える市民の割合

国土利用計画法に基づき、土地取引等における弊害、乱開発などを防止する。

取引された届出件数

財
源
内
訳

施策名

基本事業名

予算科目

投
入
量

国庫支出金

千円

事
業
費

1

18年度
(実績)

511

19年度

502516

345

千円

千円
1

　
　　　　

　　

事業期間

単位

千円

ア

イ

ウ

(実績)
20年度

(見込)

秩序ある開発が行われていると考える市民の割合

国土利用計画法に基づく土地売買等届出書（都市計画区域内５，０００㎡以上、都市計画区域外１０，０００㎡以上）
の受理・県への進達、土地取引規制基礎調査及び県への報告

土地取引規制基礎調査（法対象面積）の取引件数

土地取引規制基礎調査（法対象面積）の取引面積

(実績)

名称

届出の面積

名称

年度）年度～

単位

1,207,952

346

32 4357

 

57 43
3,984,946 3,312,896

346

25 21.3 31.8

21年度

64
3,000,000

23

60

22

45

件

％
％

31 30.3 47.4
上位成果指標

単位

単位

2,000,000

2,532,496

32

10,396,220
55 81

1,207,952
成果指標

㎡
件

活動指標
㎡

対象指標

件

㎡

％
％

㎡

㎡

件

件

特になし。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

名称

法令
根拠

国土利用計画法

㎡

名称

年度～）

件届出書の受理件数

政策
体系

事　務
事業名

土地対策Ｇ

政策名

No. 750-050

快適で魅力あるまちづくり

生活基盤の充実

土地利用規制等対策事務

地域にあった土地利用の規制・誘導

一般

45-5111

所属Ｇ（係）

建設部

都市整備課

川東　千尋課 長 名

事業名
土地利用規制等対策事業

項 目 事業
117020

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

土地売買等届出の事務を行うことにより、地域にあった土地利用の規制、誘導を促すことができ、市民の生活基
盤の充実、快適で魅力あるまちづくりの促進を図れる。

国土利用計画法に基づく事務であり、当該土地が所在する市町村に届け出るように定めてある。

法律内の事務である。

平成１８年度まで土地月間に合せ、広報誌への記事掲載により住民への周知を図り、平成１９年度にはホーム
ページでの制度の広報を開始した。今後、新たなる広報媒体がでてきたら、それらを利用し、さらなる周知に努
めたい。

法律内の事務である。

①政策体系との整合性

事務事業名

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

目
的
妥
当
性
評
価

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

③ 対象・意図の妥当性

② 公共関与の妥当性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

都市整備課土地利用規制等対策事務 所属部 建設部 所属課

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

有
効
性
評
価

一定の定められた書式、作業があるため、業務時間の短縮は難しい。また、法律に基づき行われる事務のため
正職員以外などのアウトソーシングは責任の問題からも適切ではない。

事業費がないため削減余地はない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

法律内の事務である。

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞ 向
上

削減 維持

法律内の事務であり、公平である。

国土利用計画法に伴う事務のため、簡素化等は難しい。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

成
果
低
下

維
持 ○

コスト
増加

－２枚目－



0 1

0 1

0 5

0 8 0 5 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（ H

　期間限定複数年度
（ H 18 H 22

(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

牧園総合支所

千円事業費計  （A）

財
源
内
訳

千円

千円

千円

千円

千円

その他

事
業
費

地方債

一般財源

回 2
1

平成

　腐食箇所の点検
　周辺環境調査

20

会計 款 目

No. 妙見防災人道橋補修事業（牧園）

予算科目

750-060

施策名

基本事業名

　橋の改修方法についての検討

政策
体系

政策名

一般
項

快適で魅力あるまちづくり

歴史的な景観や自然景観が守られていると考える市民の割合

名称

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

1

1

　　
　　

国庫支出金
都道府県支出金

74

3,681

事務事業評価シート 年度

ア

イ

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

事　務
事業名

117090

補修工事件数

腐食個所の点検回数

％ 64.4 52

294

上位成果指標

45,000

投
入
量

 
194

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　平成10年に橋が完成し、平成18年9月の点検においてシロアリ等による腐食や老朽化により使用（通行）に危険が確認され、一部補修を行なったが橋の本
体補修工事と左岸側の避難道路（取付道路）の整備が必要である。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

　橋は、地域住民の日常生活通路として定着すると共に宿泊客の利用度も高く、また、緊急時の避難路として地域になくてはならないものとなっている。
② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

(見込)
　

194

 
11,700

　　

人

ウ

　平成９年度から平成１０年度にかけて妙見地区の避難路と妙見温泉街の観光拠点施設として妙見防災人道橋が建
設されが、平成18年度に９年を経過し橋が木製のため腐朽菌の増殖やシロアリの被害が出始め、災害時の避難路の
確保のため補修を必要としたことから、一部床板等の取替補修工事を行った。平成１９年度は、周辺環境調査を実施
した。
　今後は、橋の改修方法や環境対策についての検討後それらの補修整備を行い、併せて、緊急時の左岸側避難道
路(取付道路）の整備を進め、本事業の完了を平成22年度とする。

年度～）

単位人道橋
地域住民及び旅館ホテル関係者
宿泊客

単位

年度）年度～

件

名称

橋

人

橋

宿泊客
地域住民及び旅館ホテル関係者
人道橋

補修された人道橋

0

73
45,00044,665

0

3
0

52 51.1

75

0

75
44,500

1 1

2

1 1

2

24,200

1

単位

単位
％

12,500

　地域住民からは早急な橋補修と左岸側避難道路（取付道路）の要望がある。
平成２０年１２月議会で、橋の建設後１０年をすぎ腐食が進んでいるが、危険は無いか？との質問が出た。

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

活動指標

橋
成果指標

人

件

橋
人対象指標

特になし

生活基盤の充実

事業名事業
その他都市計画総務費

法令
根拠

回

294

(実績)(実績)

名称

名称

　

建設課

久永哲士課 長 名

景観の保全と整備 76-1111

所属Ｇ（係） 建設Ｇ

21年度

　　　　
3,681

　

(実績)

事業期間

・歴史的な景観や自然景観が守られる。
・地域にあった景観が創られる。

20年度18年度

安全な施設になる。

19年度
単位

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

 霧島市の公共施設であるため維持管理が必要であり、対象、意図とも妥当である。

所属課

 この橋は、旧隼人町・牧園町が観光客誘致と緊急時の避難路を目的とし設置した橋であるが経年劣化により
補修が必要となっている。
 補修工事で橋が安全な施設になることにより地域住民と観光客の安全が図られ、地域にあった景観が守られ
る。

③ 対象・意図の妥当性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

建設課妙見防災人道橋補修事業（牧園） 所属部

　人道橋は、妙見地区の避難路と妙見温泉街の観光拠点施設であり、景観を守り安全性を確保するため補修
が必要であり、事業費は削減できない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

類似事業はない。

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

　人道橋の補修が完了し、周辺環境との調和が図れ景観が守られると観光振興の成果に繋がる可能性が高
い。

 廃止若しくは休止した場合は、日常生活や災害時の避難経路としての機能を損なう。

効
率
性
評
価 やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

牧園総合支所

①政策体系との整合性

事務事業名

人道橋は霧島市の公共施設であり、その維持管理を行うことにより利用者「観光客・地元住民等」に安全面の
確保や温泉を含めてＰＲ等を促進することにより地域温泉街の活性化に繋がる。

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

　事業を行なうための周辺住民や関係者との協議等の主要な事業は、正職員が行なう必要があり委託はできな
いため、人件費の削減は見込めない。

　人道橋は、観光客誘致と避難路整備を目的として設置したため、受益者負担は求められない。

　地域住民並びに地元観光協会の要望に基づいての公共施設でもあるので、妙見・
安楽温泉地のシンボル橋として、また、避難路として整備補修に全力を尽くす。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

維持
向
上

増加削減
コスト

成
果
低
下

維
持

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞
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　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 13

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

No.
建設部

都市整備課

川東　千尋課 長 名

屋外広告物違反物件措置事務750-070

政策
体系

政策名

施策名 所属Ｇ（係）

項

都市計画G

目 事業 事業名

景観の保全と整備 45-5111

一般 都市計画総務費

鹿児島県屋外広告物条例に違反した広告物又は掲出物件を、同条例又は屋外広告物法により是正する事務。
はり紙、はり札、広告旗、立看板等容易に移動又は取り外すことができる状態である違反物件については、法に基づ
き定期的に簡易除却を行っている。（国道・県道が主）簡易除却した広告物は、条例で定める事項を公示し、一定期
間保管後処分する。又、簡易除却以外に県から権限移譲を受けた措置事務として屋外広告を営む者に対する指
導、勧告等や、措置命令、除却命令も行うことができる。
平成13年4月、県から権限移譲を受けた当初は土木課が事務を引き継いでおり、平成15年度から現都市整備課（当
時まちづくり推進課）で行っている。

名称

事業期間

活動指標

上位成果指標

対象指標

件

件
件

件
成果指標

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

117090

名称

住民から、違法看板の氾濫は良好な景観形成の崩壊、公衆への危害につながるとして撤去要請（苦情）が多い。

％

2,701 20,759

単位

単位
％

52 51.1 64.4

1,227

　　
　　

歴史的な景観や自然景観が守られていると考える市民の割合

(見込)

件

件

件

件

条例違反の屋外広告物件数
単位名称

ウ

問合せ対応件数

指導・勧告件数

件

2,651
20
35

20,719
30

52

5,669

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

県からの権限移譲により、平成13年度から事務をしている。
① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

違法看板があとを断たず対応に苦慮している。
② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

50

17,040

30件
5,634

千円 0 0 1,273
　

20年度
（実績）

　　
　　
　　

1,273

19年度

千円

千円

(実績)

千円

単位

　
　　　　

事
業
費

その他

都道府県支出金

　

・歴史的な景観や自然景観が守られる
・地域にあった景観が創られる

千円

千円

18年度
(実績)

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金

名称

年度

単位

年度）年度～

年度～）

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

外部委託（シルバー人材センター）をするが、予算の枠が20年度より減った為、撤
去作業日数が減る。

事務事業評価シート 

条例違反の屋外広告物

基本事業名

予算科目

平成

違反広告物の簡易除却件数ア
外部委託（シルバー人材センター）をし、毎週2回程度撤去作業を実施した。
歳入分として県から権限移譲交付金2,078,000円（18年度実績分によるものであ
り、屋外広告物申請・更新許可件数に対する分も含む。）

20

会計 款

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

イ

事　務
事業名

屋外広告物法、鹿児島県屋外広告物条例
法令
根拠

生活基盤の充実

40

投
入
量

条例違反の屋外広告物を指導・勧告することにより条例に基づく適正な場所･物
件へ掲出させる（簡易除却分については、公示後、処分する)

地方債

財
源
内
訳

一般財源
事業費計  （A）

条例に基づく適正な場所・物件への掲出件数及び公示処分件数

21年度

　　
1,227

40

17,000
30

快適で魅力あるまちづくり

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

コスト
増加

　屋外広告物条例に基づく届出は申請主義であるため、全ての事業者（広告物掲出者）への周知が完全でないことなども、違法看板の掲出があとを断
たない一要因ではある。
　今後、事業者（広告物掲出者）に対して公平な指導と、適正な屋外広告物の意識啓発等を検討する必要がある。

成
果
低
下

○

維
持

条例に違反した簡易除却の対象（はり紙、はり札、立看板、公告旗）となるものについては、公平に行っている
が、許可を受けずに禁止地域等へ設置している野立て広告物等については、把握できないこともあり公平・公
正とはいいがたい部分もある。

屋外広告物法、条例等に違反した広告物はますます多くなってきている。
適正な指導と効率的な撤去方法も考えるべきである。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

事業者（広告物掲出者）に対する公平な指導と、適正な屋外広告物の意識啓発等の検討

向
上

削減 維持

有
効
性
評
価

平成20年度から外部委託（シルバー人材センター）を行った。(週2回実施）

事業費は、委託料（人件費）なので削減余地がない。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

県から権限移譲を受け、屋外広告物法、鹿児島県屋外広告物条例に基づき、違反物件を撤去するものであ
り、他事務事業及び類似事業がない。

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

都市整備課屋外広告物違反物件措置事務 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

事務事業名

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

目
的
妥
当
性
評
価

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

③ 対象・意図の妥当性

② 公共関与の妥当性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

屋外広告物の違反物件を撤去することは、快適で魅力あるまちづくりのための、景観の保全に必要なことであ
る。

県から権限移譲を受け、屋外広告物法、鹿児島県屋外広告物条例に基づき、違反物件を撤去するものであ
る。

屋外広告物法、鹿児島県屋外広告物条例に基づき、違反物件を撤去するものであり、適切である。

すでに平成２０年度から外部委託（シルバー人材センター）で週２回、撤去作業を実施しており、充分な取組み
をしている。

この事業を廃止すると、屋外広告物の違反物件が撤去されず市内にあふれ出し、都市景観が保全できない。

－２枚目－
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　単年度のみ

　単年度繰返
（

　期間限定複数年度

（ H 9 H 25

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

政策名

・高千穂地区街なみ環境整備促進区域
・地域住民や観光客 ha

政策
体系

牧園総合支所

一般

施策名

快適で魅力あるまちづくり

117025

所 属 部

所 属 課

単位名称

地域住民及び観光客
整備促進区域面積

対象指標

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

事業名
街なみ環境整備事業

景観の保全と整備

所属Ｇ（係） 建設Ｇ

ポケットパーク整備及び街路灯整備

554,800 520,000

0

527,800

　地元の団体等から街路灯整備について強く要望されている。

526,867

活動指標
基

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

％

0
成果指標

上位成果指標

単位

単位

建設課

公園整備

名称

ha

基

人

21年度

6
箇所

38.3

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

項 事業

ウ

ア

箇所

設置された街路灯

3,864
5,050

基

％

　　

0

　

0

38.3

0

38.3

1

基本事業名

予算科目

　　国道２２３号の拡張整備と平行して街路灯の整備したが、その他の関連整備については進んでいない。

0

0

0

事業期間

基

　鹿児島県の「霧島国際芸術の森」基本構想に基づく高千穂地区の国道２２３号線道路拡幅改良事業の着手をきっ
かけに、地域の特性を活かした住環境等の整備を行なう目的から平成８年に国の事業（整備方針）承認を得た。翌、
平成９年に「街なみ環境整備事業計画」を策定、国庫補助事業や地方債を活用し、国道223号の整備（県事業）の
進捗状況に合わせて、平成１０年度から平成１６年度までに年次計画に基づき街路灯（１５３基）を整備してきたが、
平成17年度、平成18年度は予算措置ができず先送りとなった。平成18年度に、県の再評価委員会より「継続妥当」
の結果を受けた。平成20年度には、平成９年度に策定された事業計画から１１年が経過し、社会情勢の変化等に対
応していくために計画書の見直しを行い、平成２１年度から整備計画書に基づき街なみ環境整備を行う。

街路灯整備

年度～）

年度）年度～

単位名称

久永　哲士課 長 名

76-1111
会計 款 目

電話 番号

千円

財
源
内
訳

20年度

国庫支出金
都道府県支出金

19年度

年度

750-080 街なみ環境整備事業（高千穂地区）
事　務
事業名

No.

　

平成 20 事務事業評価シート 

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

千円

投
入
量

地方債

単位

千円

千円

千円

千円

その他
一般財源

事業費計  （A）

事
業
費

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　鹿児島県の「霧島国際芸術の森」基本構想に基づく高千穂地区の国道２２３号線道路拡幅改良事業の着手をきっかけに、地域の特性を活かした住環境
等の整備を行なう目的から平成８年に国の事業（整備方針）承認を受け、翌平成９年に事業計画を策定し、平成１０年から事業を開始している。

0

名称

　　　　

00

6

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

1

52

0

64.4

38.3

00

52 51.1

2,906

　

平成９年度に策定した当初整備計画の見直しを行った。

(実績)
18年度
(実績) (実績)

　・地域住民や観光客の安全性と併せて観光地としての景観を確保する。

・歴史的な景観や自然景観が守られる。
・地域にあった景観が創られる。

1,186

　　
 

4,200

1,294
(見込)

イ

歴史的な景観や自然景観が守られていると考える市民の割合

箇所

箇所

人

整備された公園

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　 整備計画を見直し、事業規模の縮小を行った。引続き国庫補助事業を活用し事業を進めたい。

成
果
低
下

維
持

削減 維持

 本事業は、多数の観光客が訪れる霧島温泉街の高千穂地区の環境を整備するものであり、受益者負担は求
められない。なお、施設の整備は市で行い、維持管理は地元で行う。

  国庫補助事業等で霧島温泉街が整備され、観光地にふさわしい街並みが形成でき
た。一方、未整備の場所については計画を見直し、国庫補助事業等で整備を図る。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

整備の仕様を検討することにより、コスト縮減を図る。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

　業務の分担を行うことにより、より効率的な業務遂行を行っており削減の余地はない。

整備の仕様を検討することにより、コスト縮減を図る。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

　 

   　限定された地域の計画であり、類似の計画はない。

建設課街なみ環境整備事業（高千穂地区） 所属部 牧園総合支所 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

 街なみ整備を進めることが地域の安全性や観光地としての景観整備に結びつく。

  本事業は、地域住民や観光客の安全性の確保につながるため公共関与が妥当である。

  地域の安全性と観光地にふさわしい街なみ整備が必要であるので対象・意図も妥当である。

  平成２０年度に行った整備計画内容に基づき、事業を実施することにより、成果の向上に期待が持てる。

  観光地として好感の持てる街なみ整備が進められてきたが、整備半ばで廃止すると良好な景観形成や
安全性の確保に支障をきたす恐れがある。

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

－２枚目－



0 1

0 1

0 6

0 8 0 5 0 1

　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 19

　期間限定複数年度
（

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
　20年度実績（20年度に行った主な活動） H

　21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

霧島市市民サービスセンター運営支援事業750-110No.
建設部

都市整備課

政策
体系

政策名

施策名 所属Ｇ（係）

快適で魅力あるまちづくり 川東　千尋課 長 名

都市計画G

目 事業 事業名

中心市街地の活性化 45-5111

一般 中心市街地活性化事業

霧島市市民サービスセンターを運営するため、霧島市しみん学習支援公社へ運営補助を行い、中心市街地におけ
る施設整備と買い物客の回遊性の向上を図る。

名称

事業期間

45.2

40,423
40,423

 

人

1,590

人
人

活動指標

成果指標
16,776

対象指標

件

117015

土曜日、日曜日、祝日等及び平日の５時以降に窓口を開放したことで会社勤め等の市民の方々からは「非常に助かります」という言葉を多数聞く一方、　開
所して約２年になるが、今回初めて知ったと言われる方もいる。

％

3,439 13,203

単位

単位
％

27,642 36,261

人

人

　　

1,352

　　

21年度

　　

127,773 128,383

16,300
19,100

128,128

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

中心市街地（国分地区）が衰退してきたので、もう一度賑わいを取り戻すため、平成11年7月中心市街地活性化計画を策定した。
平成19年駐車場複合ビル（国分パークプラザ）建設に伴い、2階部分に公共・公益スペースを設置し、市民サービスセンターを運営することとなった。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

国分市中心市街地活性化計画での事業がおおむね完了してきたので、霧島市の中心市街地活性化計画を策定しなければならない。
② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

上位成果指標

621

8,668

4354.9

0

20年度
（実績）

　　
　　

千円
36,261

　　
 　　　　

　 27,642

19年度

千円

千円

(実績)

千円

単位

　

活性化する（賑わう）

千円

千円

18年度
(実績)

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

国庫支出金

年度

単位

年度）年度～

年度～）

所 属 部

所 属 課

電 話 番 号

項

２０年度と同様

事務事業評価シート 

市民
中心市街地（国分）

基本事業名

予算科目

平成

会議室利用件数ア
事務事業の概要と同様

20

会計 款

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

イ

事　務
事業名

特になし
法令
根拠

生活基盤の充実

事業費計  （A）

中心市街地を利用してもらう

地方債

投
入
量

事
業
費

その他

都道府県支出金
財
源
内
訳

一般財源

名称

中心市街地が活性かしていると考える市民の割合

(見込)

名称
会議利用者数

ウ

件

人

市民
単位名称

コアよか利用者数

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

しみん学習支援公社の自主事業を確立することで、利用者の増を図り、中心市街地の活性化に結び付けることが大事である。行政ではできない、民間
的な発想を取り入れ、柔軟な対応をすることで更なる利用者の増と管理運営費の節減を図り、効率的な運営に努める必要がある。

成
果
低
下

維
持

削減 維持

市民サービスセンターを利用する全ての市民を対象にしており、公平・公正である。

市民に会議室が利用できることを周知し、より多く利用してもらうことで、中心市街地に
人を集め、活性化につながる。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

市報やメディアを通じて業務のＰＲを行う。

向
上 ○

臨時職員や最低限人数の職員で運営しているため、これ以上の削減余地はない。

より多くの市民に会議室を利用してもらうことで、しみん学習支援公社の事業収入を上げることができ、結果とし
て市からしみん学習支援公社への運営補助金を減らすことができる。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

パスポートの申請・交付事務、休日・時間外に対応できる施設として類似事業がない。

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

都市整備課
霧島市市民サービスセンター運営支援事
業

所属部 建設部 所属課

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向上
が期待できるか？

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

①政策体系との整合性

事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

② 公共関与の妥当性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市（町）が行わなけれ
ばならないのか？税金を投入して、
達成する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

③ 対象・意図の妥当性

市役所の出先機関として、パスポート事業、子育て支援、市民講座等を実施し、市民や来街者が利用しやすい
環境を提供するものであり、市街地の活性化につながる。

買物客の回遊性の向上を図り、中心市街地を活性化させるものであり妥当である。

市民が対象であり妥当である。

施設の周知を図り、利用を促進することで利用者数の増加につながる。

市民のニーズに基づく様々な事業の推進に支障が出る。

－２枚目－
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0 1

0 7

0 8 0 5 0 4

　単年度のみ

　単年度繰返
（ H 7

　期間限定複数年度
（ H H

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動） S ⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）
20年度実績（20年度に行った主な活動） H

21年度計画（21年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

ア
イ
ウ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか） ⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

ア
イ
ウ

ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ
ア
イ
ウ

基本事業名

コミュニティ広場整備事業750-140

政策
体系

生活基盤の充実

公園・広場等の整備

所属Ｇ（係）

No.
建設部

都市整備課

川東　千尋課 長 名

施策名

対象指標

事　務
事業名

公園G

名称

上井地区コミュニティ広場の第２期工事
広瀬地区コミュニティ広場の事業用地取得

市民
公園

1,017,141

政策名

都市公園法
国分緑の基本計画

法令
根拠

一般

事業期間

項 目

活動指標

(3) 事務事業の環境変化・住民意見等

成果指標
人

㎡市民一人当たり公園面積

　都市化が進む本市に於いては、健康で潤いのある生活空間となる公園の整備が必要である。特に、地域住民から
は、交流・ふれあいの場として身近に利用できる公園の整備が求められている。そうしたなか、都市の緑の保全と創出
に関する施策をより計画的に推進できるように、国分地区では平成14年度に『緑の基本計画』を策定している。その
中では、都市公園の規模種別を勘案し、面積の大きい公園から身近に利用できる小規模な公園まで、均衡の取れた
配置計画を行っている。この事業は、地区住民が日常的に利用出来る小規模な街区公園の整備を計画的に行うもの
である。平成７年度から平成１６年度までに９箇所のコミュニティ広場を整備しており、平成２０年度から新たに２箇所
のコミュニティ広場を整備するものである。

　『緑の基本計画』に、コミュニティ広場（街区公園）の整備が計画されている地域及び議会から、早期着手に向けての地区要望や意見が寄せられている。

㎡

％
㎡

単位

単位
％

9.6

127,811

㎡

50

119,000115,647
1,045,966 1,045,966

人

上位成果指標

㎡

名称

48 53.1 57.9

人
㎡

㎡

㎡
人

単位

9.3 9.3 9.5

10,083

整備公園面積

117,880

127,941
0 0

127,259

115,224

(見込)
　　

年度～）

名称

ア

イ

名称

年度）年度～

単位

　『緑の基本計画』を策定している地域に於いては、計画的かつ効率的に整備を進める必要がある。しかし、それは、市全域ではなく一部地域であるため、今
後、『緑の基本計画』の進捗状況を検証すると共に、市全域における緑の保全と推進に関する総合的な計画を策定する必要がある。

10,0830

事業 事業名
公園整備事業（臨時）

ウ

0

136,372

127,736
10,083

千円

　　
　　

00

19年度
(実績)

千円

千円

18年度
(実績)

6,872

129,500
 

千円

千円

千円

投
入
量

事
業
費

一般財源

都市公園面積

身近な地域で公園や広場が整備されていると考える市民の割合

予算科目

整備公園面積
人口

121012

単位

平成

上井地区コミュニティ広場の事業用地取得・実施設計・第１期工事
広瀬地区コミュニティ広場の公園整備箇所の検討

21

会計

日常のコミュニケーションや休息、スポーツレクリエーション、ふれあいの場、災害
時の避難地として利用してもらう
公園面積が増える

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

国分都市公園利用者数（申請分）

ゆとりとやすらぐ場が確保される

款

(2) 総事業費・指標等
　　　　　　　　　の推移

1,056,049

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか、開始時期あるいは５年前と比べてどう変わったのか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

公園整備率としての都市公園1人当りの面積は、８．１４㎡（平成１４年度）→９．２５㎡（平成１８年度）であり、国が示す標準面積１０㎡を整備目標としている。そ
の整備に於いては、住民ニーズの高い『身近に利用できる公園』を優先的に行う必要がある。

① この事務事業を開始したきっかけは何か？いつ頃どんな経緯で開始されたのか？

地方債

21年度

国庫支出金
都道府県支出金

20年度
(実績)

121,200

6,500
その他

10,083

127,700事業費計  （A）

財
源
内
訳

電 話 番 号

快適で魅力あるまちづくり

事務事業評価シート 年度

45-5111

所 属 部

所 属 課

－１枚目―



２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 　 見直し余地がある　【理由】  　 結びついている　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 妥当である　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 適切である　【理由】

 　 向上余地がある　【理由】  　 向上余地がない　【理由】

 　 影響無　【理由】  　 影響有　【その内容】

 他 他に手段がある（具体的な手段，事務事業）

統廃合できる 連携できる 統廃合できない 連携できない

 他に手段がない 【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 削減余地がある　【理由】  　 削減余地がない　【理由】

 　 見直し余地がある　【理由】  　 公平・公正である　【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)  　　　　　　　【担当課長記入欄】
(1) １次評価者としての評価結果

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業のやり方改善（有効性改善）　 現状維持 （廃止・休止の場合は記入不要）
目的再設定 事業のやり方改善（効率性改善）　 （従来通りで特に改革改善をしない）

事業統廃合・連携 事業のやり方改善（公平性改善）　

　新たな計画（緑の基本計画等）を作成する際には、他の公園事業を行っている課（耕地課等）にも参加してもらい各課が共通認識をもつことが必要であ
る。

成
果
低
下

維
持

削減 維持

本事業は、公園の少ない地区を対象とする事業であり、その他の公園の少ない地域については他事業（国庫補
助事業等）で公園整備を進めている為、公平・公正である。

　事業費の削減（施設のレベルを落としても住民が納得するものを選別する）や効率の
良い事業の実施を考える必要がある。
　そして、本事業だけではなく市全体の無駄の無い公園整備計画を立てる必要があ
る。

(2) 全体総括（振り返り、反省点）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
増加

(5) 改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

＜改革改善案＞

　公園整備計画については合併前の各市町枠の計画がそのまま進んでいる。　今後はまず「霧島市緑の基本計
画」を策定し、霧島市としての一つの公園整備計画を作成する必要がある。　そして、住民のニーズ、誘致区域の
重複等を再確認することで無駄の無い効率的な公園整備を行うことができる。

向
上

目
的
妥
当
性
評
価

設計を外注（業務委託）することでも職員の業務時間の削減は可能であるが、専門的な知識や高度な技術（境
界測量や特殊な施設等）を要するものである場合以外は職員で設計を行った方が安価であると思われる。

工法や施設のレベルを下げることにより事業費の削減を図れる。
また、必要最低限の施設のレベルを直接地元住民より聞き取る（協議）ことにより、住民の満足度の低下を押え
られる。

④ 成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

⑦ 事業費の削減余地

有
効
性
評
価

目的を達成するには、この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業と
の統廃合ができるか？類似事業との
連携を図ることにより、成果の向上が
期待できるか？

② 公共関与の妥当性

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？受益者
負担が公平・公正になっているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削
減できないか？成果を下げずにより
正職員以外の職員や委託でできな
いか？（アウトソーシングなど）

効
率
性
評
価

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

成果を下げずに事業費を削減できな
いか？（仕様や工法の適正化、住民
の協力など）

　市内における他地区の街区公園の計画及び整備については、国庫補助事業の採択要件を勘案し、補助事業
の導入を行うことで、成果の向上が期待できる。

都市整備課コミュニティ広場整備事業 所属部 建設部 所属課

①政策体系との整合性

③ 対象・意図の妥当性

事務事業名

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

なぜこの事業を市が行わなければな
らないのか？税金を投入して、達成
する目的か？

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？

成果を向上させる余地はあるか？成
果の現状水準とあるべき水準との差
異はないか？何が原因で成果向上
が期待できないのか？

　市民にとって身近な街区公園を整備することにより、ゆとりと安らぎの場が確保できることとなり、上位施策（生
活基盤の充実）に結びつく。

　市民に身近で手軽な住区基幹公園の整備は採算性がない（利用料金が発生しない）ため、民間等がこのよう
な公園を整備することはないため。

市民ニーズに基づく『身近に利用できる公園』の整備であるため。

　霧島市は、市民一人当りの整備公園面積は全国平均に近いが、市民に身近な住区基幹公園（特に街区公
園）については整備されていない地区も多い。　その為、公園が整備されていない地区に新たに公園を整備す
ることによって地域間の格差が減り成果指標（身近な地域で公園や広場が整備されていると考える市民の割合）
が向上すると考えられる。

　上位計画である『緑の基本計画』に基づき、地区民が身近に利用できる公園を配置計画のもと年次計画により
実施するものであるため、廃止・休止した場合には、街区公園の配置の均衡が取れない。

－２枚目－
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